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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(1) 連結経営指標等

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 2018年10月 2019年10月 2020年10月 2021年10月 2022年10月

売上高 (千円) 28,120,555 30,964,520 33,984,307 36,361,002 38,398,128

経常利益 (千円) 344,948 891,565 1,107,968 1,677,829 1,157,511

親会社株主に帰属する

当期純利益
(千円) 210,468 300,634 704,641 937,081 630,488

包括利益 (千円) 231,943 867,235 983,586 1,914,151 △69,455

純資産額 (千円) 3,600,406 4,379,659 5,074,347 6,774,148 6,475,589

総資産額 (千円) 31,096,035 33,819,646 36,196,145 37,600,176 36,378,442

１株当たり純資産額 (円) 265.81 319.78 376.62 502.79 479.98

１株当たり当期純利益 (円) 15.54 22.09 52.07 69.63 46.83

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.6 13.0 14.0 18.0 17.8

自己資本利益率 (％) 5.9 7.5 15.0 15.8 9.5

株価収益率 (倍) 24.9 25.2 13.3 12.8 16.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
(千円) 1,117,960 2,133,939 2,875,304 2,611,029 1,113,100

投資活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △674,239 △1,040,167 △1,106,600 △1,380,868 △1,394,187

財務活動による

キャッシュ・フロー
(千円) △203,610 △1,260,942 △77,194 △1,334,996 △679,931

現金及び現金同等物

の期末残高
(千円) 1,399,917 1,232,746 2,925,538 2,823,654 1,869,938

従業員数

〔外、平均臨時雇用者数〕
(名) 4,521 4,823 5,011 5,194 5,560

〔2,207〕 〔2,226〕 〔2,276〕 〔2,404〕 〔2,561〕

(注) １ いずれの期も潜在株式は存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については記載しておりま

せん。

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３ 2018年11月１日付で普通株式１株につき２株の割合、2021年５月１日付で普通株式１株につき３株の割合で

株式分割を行っておりますが、第25期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び

１株当たり当期純利益を算定しております。

４ 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を当連結会計年度の期首から適用

しており、当連結会計年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等とな

っております。
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(2) 提出会社の経営指標等

回次 第25期 第26期 第27期 第28期 第29期

決算年月 2018年10月 2019年10月 2020年10月 2021年10月 2022年10月

売上高 (千円) 25,757,127 28,896,335 31,757,155 33,554,454 35,754,477

経常利益 (千円) 243,860 784,279 975,308 1,373,861 720,342

当期純利益 (千円) 170,942 225,683 589,487 768,411 307,763

資本金 (千円) 100,000 100,000 100,000 100,000 100,000

発行済株式総数 (株) 2,474,000 4,948,000 4,948,000 14,844,000 14,844,000

純資産額 (千円) 3,380,681 4,084,984 4,655,613 6,183,407 5,554,182

総資産額 (千円) 30,573,977 33,228,489 35,459,008 36,607,035 34,962,456

１株当たり純資産額 (円) 249.59 298.26 346.10 459.51 412.43

１株当たり配当額
(うち、１株当たり中間配当額)

(円)
(円)

65.00 32.00 35.00 25.00 17.00

(―) (―) (―) (15.00) (7.00)

１株当たり当期純利益 (円) 12.62 16.59 43.56 57.10 22.86

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 11.1 12.3 13.1 16.9 15.9

自己資本利益率 (％) 5.1 6.0 13.5 14.2 5.2

株価収益率 (倍) 30.6 33.6 15.9 15.6 32.9

配当性向 (％) 85.8 64.3 26.5 26.3 74.4

従業員数
〔外、平均臨時雇用者数〕

(名)
3,959 4,163 4,308 4,463 4,793

〔2,207〕 〔2,226〕 〔2,276〕 〔2,404〕 〔2,561〕

株主総利回り
(比較指標：配当込みTOPIX)

(％)
(％)

61.8 89.9 114.1 145.7 127.0

(95.2) (98.9) (96.0) (124.2) (123.0)

最高株価 (円)
3,865

※1,932
1,980 3,030

3,665
〇998

900

最低株価 (円)
2,123

※1,062
928 1,332

2,080
〇822

652

(注) １ いずれの期も潜在株式は存在しないため、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については記載しておりま

せん。

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

３ 2018年11月１日付けで普通株式１株につき２株の割合、2021年５月１日付で普通株式１株につき３株の割合

で株式分割を行いましたが、第25期の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１

株当たり当期純利益を算定しております。なお、第28期の１株当たり配当額については、当該株式分割前の

１株当たり中間配当額15円と、当該株式分割後の１株当たり期末配当額10円を合算した金額となっておりま

す。株式分割を考慮しない場合の期末配当額は30円、年間配当額は45円となります。

４ 最高・最低株価は、2022年４月３日までは東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)、2022年４月４日最

高は東京証券取引所スタンダード市場におけるものであります。

５ 2018年11月１日付で普通株式１株につき２株の割合で株式分割を行っております。

※印は当該株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

６ 2021年５月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。

〇印は当該株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。

７ 「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日)等を当事業年度の期首から適用して

おり、当事業年度に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の指標等となっており

ます。
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２ 【沿革】

1993年11月 大阪府摂津市に株式会社ヨダゼミイースト(現当社)を設立、学習塾の経営を開始。

1995年７月 大阪府吹田市千里丘下に本社移転。

1998年10月 学習塾の経営を移譲し、休眠化。

1999年７月 株式会社ケアにじゅういち(現株式会社ケア21)に商号変更。

2000年４月
「ケア21吹田」(大阪府吹田市)、「ケア21豊中」(大阪府豊中市)、「ケア21東淀川」(大阪市東淀川区)
にて訪問介護事業の運営を開始。
財団法人大阪府教職員互助組合より介護相談業務を受託。

2002年３月 大阪市より大阪市障害者(児)ホームヘルプサービス事業を受託。

2002年５月 大阪市北区曽根崎新地に本社移転。

2002年11月 「ケア21墨田」(東京都墨田区)を開設し、首都圏に進出。

2003年１月 株式会社ケア21に商号変更。

2003年３月 大阪府より身体障害者福祉法による指定居宅支援事業者の指定を受ける。

2003年７月 「ケア21三宮」(兵庫県神戸市)を開設し、兵庫県に進出。

2003年10月 株式会社大阪証券取引所ニッポン・ニューマーケット「ヘラクレス」市場に上場。

2005年３月
大阪府吹田市に「たのしい家吹田(現プレザンメゾン吹田)」を開設し、介護付き有料老人ホーム事業を
開始。

2005年４月 大阪市東淀川区に「たのしい家東淀川」を開設し、グループホーム事業を開始。

2005年７月 大阪市中央区に「たのしい家ときわ」を開設し、デイサービス事業を開始。

2006年５月 大阪市北区において完全子会社、株式会社サポート21を設立。

2007年３月 大阪市淀川区において訪問看護事業を開始。

2008年１月 「ケア21上飯田」(名古屋市北区)を開設し、愛知県に進出。

2008年９月 大阪市淀川区に「たのしい家よどがわ」を開設し、認知症対応型デイサービス事業を開始。

2009年２月
株式会社ベネッセスタイルケア(本社：東京都渋谷区)より、福岡市内を対象とする介護保険事業及び介
護保険外の介護サービス事業の運営を譲り受け、同事業の業務を開始。

2009年９月 大阪市北区堂島(現本社)に本社移転。

2010年３月
「ケア21片倉」(神奈川県横浜市)を開設し、神奈川県に進出。翌４月、同県にグループホーム「たのし
い家神奈川三枚町」を開設。

2010年４月 グループホーム「たのしい家千葉中央」(千葉県千葉市)を開設し、千葉県に進出。

2010年10月
大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場、同取引所ヘラクレス市場及び同取引所ＮＥＯ市場の各市場の統合に
伴い、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)市場に上場。

2010年11月 グループホーム「たのしい家梅津」(京都市右京区)を開設し、京都府に進出。

2010年12月
株式会社ジェイオープランニングより、京都市山科区における通所介護事業の運営を譲り受け、デイサ
ービス「たのしいデイやましな」を開設。

2011年９月
名鉄不動産株式会社より名古屋市北区における施設事業を譲り受け、デイサービス「たのしいデイあじ
ま」及び有料老人ホーム「たのしい家あじま(現プレザンメゾンあじま)」を開設。

2012年１月 株式交換により、株式会社ＥＥ21及びその子会社１社を完全子会社とする。

2012年５月
有料老人ホーム「たのしい家さいたま指扇(現プレザンメゾンさいたま指扇)」(さいたま市西区)を開設
し、埼玉県に進出。

2012年10月 大阪府吹田市に地域包括支援センターを開設。
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2013年７月
東京証券取引所と大阪証券取引所の各市場の統合に伴い、東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダード)
市場に上場。

2013年９月 「ケア21横川」(広島市西区)を開設し、広島県に進出。

2013年10月 デイサービスセンター「たのしいデイ仙台ながまち」(仙台市太白区)を開設し、宮城県に進出。

2014年３月 株式取得により、有限会社パートナーズ(株式会社ケア21名古屋)を完全子会社とする。

2014年10月
給食事業を行う株式会社美味しい料理、及び医療サポート事業を行う株式会社ケア21メディカルを完全
子会社として設立。

2015年３月 株式取得により、有限会社まごの手サービス(現株式会社ケア21不動産)を完全子会社とする。

2015年11月 大阪市北区において完全子会社、株式会社たのしい職場を設立。

2016年２月 完全子会社株式会社ケア21名古屋を吸収合併。

2016年４月 東京都台東区に「うれしい保育園谷中」を開設し、保育事業を開始。

2017年12月 株式取得により、株式会社ナースセントラルを完全子会社とする。

2018年８月 株式会社まごの手サービスより、同社の全事業を譲り受ける。

2019年10月
有限会社ジャパンケアニジュウイチより大阪市及び堺市における訪問介護、居宅介護支援、福祉用具貸
与、販売事業を譲り受け、「ケア21鳳」及び「ケア21おおとり」を開設。

2020年１月 中華人民共和国上海市において完全子会社、凱楽易生(無錫)養老服務有限公司を設立。

2020年４月 株式取得により、モダンケアテクノロジー株式会社を子会社とする。

2020年７月 株式取得により、ニューロンネットワーク株式会社を関連会社とする。

2020年10月 ベトナム社会主義共和国ハノイ市において完全子会社、CARE21 VIETNAM COMPANY LIMITEDを設立。

2020年12月
有限会社ロングツリーより、東京都世田谷区における訪問介護事業を譲り受け、「ケア21砧サテライト
(現ケア21砧)」を開設。

2021年４月 大阪府大阪市に「みらいスターズ都島」を開設し、学童事業を開始。

2021年６月
株式会社エターナルより、東京都練馬区における訪問介護、居宅介護支援事業を譲り受け、訪問介護ス
テーション「ケア21光ヶ丘サテライト(現ケア21光が丘)」を開設。

2021年７月 合弁会社への出資により、合同会社ヘルスケアIP(現合同会社KAMSSI)を関連会社とする。

2021年11月
株式会社協立ケアサービスより、東京都豊島区における訪問介護、居宅介護支援事業を譲り受け、「ケ
ア21巣鴨サテライト(現ケア21巣鴨)」を開設。

2022年４月 京都府京都市に病院をリノベーションした住宅型有料老人ホーム「プレザングラン京都円町」を開設。

2022年７月 東京都港区にハイクラス有料老人ホーム「プレザンリュクス南青山」を開設。

2022年10月
有限会社エイ・ティより、埼玉県三郷市における訪問介護事業を、特定非営利活動法人福祉カフェテリ
アより、東京都日野市における訪問介護、居宅介護支援事業を譲り受け、「ケア21三郷」、「ケア21日
野」をそれぞれ開設。
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３ 【事業の内容】

(1) 事業の概要について

当社グループは、当社、連結子会社(株式会社サポート21、株式会社ＥＥ21及びその子会社１社、株式会社美味し

い料理、株式会社ケア21メディカル、株式会社たのしい職場、並びにその他子会社６社)及び持分法適用会社３社の

計16社で構成されております。

当社は、介護保険法に基づく訪問介護サービス、居宅介護支援サービス、デイサービス、小規模多機能型居宅介

護、施設介護サービス(介護付き有料老人ホーム、グループホーム)、保育施設の運営、福祉用具の販売・貸与及び

住宅改修を主たる業務としております。

株式会社サポート21は障がいを持つ方々に雇用の場を創出するため2006年５月に設立した障害者雇用促進法に定

める「特例子会社」であります。事務や清掃などの軽作業の請負を主たる業務としております。

株式会社ＥＥ21は、当社の今後の事業展開において、当社グループの業容拡大に必要不可欠な事業である、介護

人財の教育事業並びに紹介・派遣事業を行っております。

株式会社美味しい料理は、主に当社施設(有料老人ホーム)内での給食事業を主たる業務としております。

株式会社ケア21メディカルは、当社が提供している介護サービスと併せ、訪問看護事業を主たる業務としており

ます。

株式会社たのしい職場は、就労継続支援Ａ型事業を主たる業務としております。

(2) 報告セグメントの種類について

① 在宅系介護事業

・訪問介護サービス(ホームヘルプサービス)

訪問介護(ホームヘルプサービス)とは、利用者の居宅において介護福祉士(※１)又は訪問介護員(ホームヘル

パー)(※２)が行う入浴、排泄、食事等の介護その他日常生活上のお世話を行うサービスをいいます。これは、

おむつ交換・入浴介助・食事介助・散歩・通院介助等を行う身体介護及び掃除・洗濯・調理・買い物等を行う

生活援助に分けられます。

　当社では、ホームヘルパー等の安定的確保及び定期的な研修を通じての質の向上を常に心がけ、24時間365日

体制でご利用者に満足頂けるサービスを提供しております。

・居宅介護支援サービス

居宅介護支援とは、介護支援専門員(ケアマネジャー)(※３)が、利用者の心身の状況、家族の希望等を勘案

して居宅サービス計画(ケアプラン)を作成すること及び同計画に基づくサービスの提供が確保されるようサー

ビス事業者との連絡調整を行うサービスをいいます。

・在宅系その他

在宅系介護事業としてその他に、通所介護計画に基づき、要介護者等にデイサービスセンターに通っていた

だき日常生活上のお世話及び機能訓練を行うデイサービス(通所介護)、及びご利用者のご要望に応じて宿泊と

訪問を組み合わせた柔軟な介護サービスの提供が可能な小規模多機能型居宅介護を運営しております。

② 施設系介護事業

・施設介護サービス

施設介護とは、特定施設サービス計画に基づき、要介護者等に入浴・排泄・食事等の介護、生活等に関する

相談・助言等の日常生活上のお世話や、機能訓練・療養上のお世話を行う介護付き有料老人ホーム(特定施設入

居者生活介護)と認知症対応型共同生活介護計画に基づき、認知症の要介護者等に、共同生活住居において、家

庭的な環境と地域住民との交流の下で入浴・排泄・食事等の介護その他の日常生活上のお世話及び機能訓練を

行うグループホーム(認知症対応型共同生活介護)をいいます。
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③ その他

・福祉用具の販売及び貸与、住宅改修

車イスや特殊寝台(ベッド)をはじめとした福祉用具の販売及び貸与、手すりの取付等の住宅改修を行ってお

ります。

・保育施設の運営

児童福祉法に基づき都道府県知事等が設置を認可した施設である認可保育所、及び2015年４月にスタートし

た子ども・子育て支援新制度の１事業である小規模認可保育所を運営しております。

・その他

連結子会社の株式会社サポート21では、事務や清掃などの軽作業の請負を行っております。

連結子会社の株式会社ＥＥ21では、介護人財の教育事業並びに紹介・派遣事業を行っております。

連結子会社の株式会社美味しい料理では、給食・配食サービスを行っております。

連結子会社の株式会社ケア21メディカルでは、訪問看護サービス及び訪問診療・訪問歯科等のサポートを行

っております。

連結子会社の株式会社たのしい職場では、就労継続支援Ａ型事業を行っております。

(※１)介護福祉士・・・・・・・ 高齢者及び心身障害者のお世話又は相談ができる国家資格で、介護保険法に

基づく訪問介護もできます。

(※２)訪問介護員・・・・・・・ 利用者の家庭を訪問し、介護、家事、関係機関との連絡、介護に関する相談、

助言を行うものであります。介護保険法に基づく訪問介護をするには介護職

員初任者研修以上の研修が条件となります。

(ホームヘルパー)

(※３)介護支援専門員・・・・・ 要介護認定申請の代行及び認定調査やケアプランの作成、各サービス事業者

との連絡調整を行うために必要となる専門資格です。(ケアマネジャー)

以上の内容を事業系統図によって示すと次のとおりであります。
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(3) 介護保険法について

「介護保険法」は、高齢化社会の到来に備え介護を社会全体で支える仕組みとして、2000年４月より施行されま

した。

介護保険は市町村及び特別区を保険者とし、区域内に住所を有する65歳以上の者及び40歳以上65歳未満の医療保

険加入者を被保険者としております。そして、被保険者のうち、要介護認定を受けた者が居宅介護支援事業者、又

は地域包括支援センターの作成する居宅サービス計画(ケアプラン)に従い、指定居宅サービス事業者からサービス

を受けることができます。このサービス対価のうち、９割から７割は介護保険から給付されるため１割から３割が

自己負担額となります。ただし、居宅サービス計画(ケアプラン)に関しては全額介護保険から給付されます。

介護保険から給付されるサービス対価の事業者への支払は、市(区)町村から委託を受けて国民健康保険団体連合

会(注)が行います。

(注)国民健康保険団体連合会・・・国民健康保険の保険者(市(区)町村及び国民健康保険組合の各組合)の連合体で、

共同して目的を達成するために、国民健康保険法の規定に基づいて設立され

る公法人。都道府県ごとに設置されております。

居宅サービス事業及び居宅介護支援事業を行うには、都道府県知事又は市(区)町村長の指定(開設許可)が必要で

あり、また介護保険からの給付対象となるサービスにおいて、当社グループが現在提供しているサービスは以下の

通りとなります。

居宅サービス

介護予防サービス
・・・・・・・・

訪問介護、(介護予防)訪問看護、通所介護(デイサービス)、(介護予防)特定施

設入居者生活介護、(介護予防)福祉用具貸与、特定(介護予防)福祉用具販売

地域密着型サービス

地域密着型介護予防サービス
・・・

(介護予防)認知症対応型共同生活介護、(介護予防)小規模多機能型居宅介護、

(介護予防)認知症対応型通所介護

その他・・・・・・・・・・・・・
居宅介護支援、介護予防支援、居宅介護(介護予防)住宅改修、介護予防・日常

生活支援総合事業

(注)2018年４月より「介護予防訪問介護、介護予防通所介護」は、「介護予防・日常生活支援総合事業」に移行い

たしました。

(4) 総合支援法による障害者・障害児への保健福祉サービス(障害者総合支援法、児童福祉法)

障害福祉サービスは2003年４月の「支援費制度」の導入によりスタートし、2006年４月に「障害者自立支援法」、

2013年４月に「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律(障害者総合支援法)」と変更され、

障害者の範囲、支援の拡充が行われました。※18歳未満の障害児に対しては「児童福祉法」を根拠としています。

サービスの対価は、負担能力に応じ、個々に自己負担額が保険者により決められ、自己負担額を控除した残りの

サービス対価が、市(区)町村から委託を受けた国民健康保険団体連合会を通じ事業者に支払われます。

給付対象となるサービスにおいて、当社グループが現在提供しているサービスは以下の通りとなります。

障害福祉サービス・・・居宅介護、重度訪問介護、同行援護、短期入所、生活介護、就労継続支援

児童通所支援・・・・・児童発達支援、放課後等デイサービス

地域生活支援事業・・・移動支援、相談支援、日常生活用具の給付

その他・・・・・・・・補装具費
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４ 【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

(千円)
主要な事業の内容

議決権の所有

〔被所有〕割合

(％)

関係内容

(1)連結子会社

　株式会社サポート21

　(注)１

大阪市
北区

20,000 軽作業請負 100.0 役員の兼任１名

　株式会社ＥＥ21

　(注)１

大阪市

北区
18,100

介護人財の教育

介護人財の

紹介・派遣

100.0 役員の兼任４名

　株式会社美味しい料理

　(注)１

大阪市

北区
50,000 給食 100.0

運転資金借入

役員の兼任４名

　株式会社ケア21メディカル

　(注)１

大阪市

北区
50,000

訪問看護サービス

医療サポート等
100.0

運転資金借入

役員の兼任３名

　株式会社たのしい職場

　(注)１

大阪市

北区
20,000 就労継続支援Ａ型 100.0 役員の兼任３名

　その他７社

(2)持分法適用の関連会社

　ニューロンネットワーク株式会社
大阪府

摂津市
10,000 調剤薬局 35.0 役員の兼任２名

　合同会社KAMSSI

　(注)２

東京都

千代田区
100,000

不動産

コンサルティング
47.6 ―

　その他１社

(3)その他の関係会社

　株式会社浅科依田
東京都

千代田区
100

有価証券の

売買・運用
〔22.4〕 役員の兼任１名

(注) １ 特定子会社であります。

２ 合同会社KAMSSIは、2021年12月１日付で合同会社ヘルスケアIPから商号変更しております。
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５ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

2022年10月31日現在

セグメントの名称 従業員数(名)

在宅系介護事業 1,426 〔2,561〕

施設系介護事業 2,869 〔―〕

報告セグメント計 4,295 〔2,561〕

その他 1,167 〔―〕

全社(共通) 98 〔―〕

合計 5,560 〔2,561〕

(注) １ 従業員数は、就業人員(当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グル

ープへの出向者を含むほか、常用パート1,392名を含んでおります。)であります。

２ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間の平均雇用人員であります。

３ 全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(2) 提出会社の状況

2022年10月31日現在

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

4,793〔2,561〕 46.8〔 56.8 〕 4.70 4,254

(注) 平均年齢(歳)の〔外書〕は、臨時従業員の平均年齢であります。

セグメントの名称 従業員数(名)

在宅系介護事業 1,426 〔2,561〕

施設系介護事業 2,869 〔―〕

報告セグメント計 4,295 〔2,561〕

その他 400 〔―〕

全社(共通) 98 〔―〕

合計 4,793 〔2,561〕

(注) １ 従業員数は、就業人員(当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含むほか、常用パート

1,392名を含んでおります。)であります。

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。また、労働時間の短いパート従業員を含めた場合

の平均年間給与は3,391千円であります。

３ 従業員数欄の〔外書〕は、臨時従業員の年間平均雇用人員であります。

４ 全社(共通)として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。

(3) 労働組合の状況

当社、株式会社ケア21メディカル、及び株式会社美味しい料理の労働組合は、ＵＡゼンセン同盟日本介護クラフ

トユニオン ケア21グループ分会と称し、ＵＡゼンセンに加盟しております。労働組合との間に特記すべき事項は

ありません。

連結子会社である株式会社サポート21、株式会社たのしい職場、株式会社ナースセントラル、株式会社ＥＥ21、

及びその他子会社については労働組合はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において、当社グループが判断したものであります。

(1) 会社の経営の基本方針及び中長期的な会社の経営戦略

当社グループは、「100年続くいい会社」となるべく、９つの経営理念を掲げ、その実現とさらなる追求に邁進し

てまいります。

当社グループが展開する事業は、福祉、医療、教育、文化の４分野にまたがります。それら４分野はサービスを

提供することで、ご利用者だけでなく、そのご家族、そして提供させて頂いた当社グループの従業員の成長と生活

を助け、社会に貢献することに繋がっております。サービス提供にあたっては、「最大ではなく最高のサービスの

提供」、「人間の尊厳を尊重し、ご利用者本位の真心と優しさのこもったサービスの提供」を目標に、ご利用者か

ら最も支持され、信頼される企業となることを目指しております。

これらの実現に向け、「福祉理念と市場原理の融合」を図り、継続的に企業価値を高めることで、株主をはじめ

としたステークホルダー(利害関係者)の信頼と期待に応えるべく努めてまいります。そして、すべてのステークホ

ルダーの信頼と期待に応えるためには、当社グループの経営資源の源泉たる従業員の声を聞き、より良い仕組みや

体制を構築する必要があります。そのために「現場第一主義」に根ざし、「徹底討論・徹底和解」を行い、「人を

大事にし、人を育てる」ために、「常に考え、変わり続ける」企業であり続ける必要があることから、すべての経

営理念が当社のグループ経営における根幹を形成しております。

今後の経営環境につきましては、介護市場全体の伸びは継続的に推移するものの、既存事業者間の競争激化や労

働力人口減少に伴う介護の担い手不足など、多くの課題を突き付けられており、厳しい経営環境が継続するものと

考えられます。また、新型コロナウイルス感染症による業績への影響は、当連結会計年度において顕在化し、特に、

施設系介護サービス事業において入居率の低下が見られ、またウクライナ情勢の長期化により、既に上昇しつつあ

った資源・エネルギー価格が一層高騰する中、食料品や消耗品に続き、水道光熱費についても徐々に上昇し、長期

化が見込まれることから、売上、費用両面での対応が必要となっております。

コンプライアンスを遵守した経営を重視しながら、介護分野におけるご利用者のニーズの変化に応えるため、在

宅系訪問介護事業については、引き続きＭ＆Ａを含む積極的な新規事業所の展開を進めてまいります。

有料老人ホーム、グループホーム等の施設系介護事業については、入居率及び収益性の改善が喫緊の課題ですが、

中長期的には積極的な開設を続け、軽度介護者の受け入れや介護周辺業務の充実等も加え、介護事業全体でのシェ

アの拡大への取り組みを進めてまいります。

また、認可保育所、障がい児通所支援事業所、及び福祉用具サービス事業所についても積極的に開設、新規事業

開発にも果敢に挑戦することに加え、海外に設立した在外子会社において、当社グループの経営理念や介護サービ

スの特徴について浸透を図り、本格的に海外展開を進めることによって、総合福祉企業としての地位確立に向けた

取り組みを加速し、中長期的な事業展開の実現可能性を高め、継続的な企業価値の拡大を図ってまいります。

(2) 目標とする経営指標

当社グループでは、長期的・継続的な企業価値の向上及び株主資本の効率的活用が重要であると認識しており、

売上高伸長率、売上高経常利益率並びにＲＯＥ(自己資本利益率)を主要な経営指標として位置づけ、売上高伸長率

については新規出店数に沿った着実な成長を、売上高経常利益率及びＲＯＥについては前年数値を継続的に上回る

ことをそれぞれ目標としております。これら目標の達成に邁進することにより、企業規模拡大と利益率向上を果た

し、企業価値の最大化を実現してまいります。
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(3) 会社の対処すべき課題

当社グループの主要事業であります介護事業市場における変化や競争激化に対応するため、以下のテーマを重要

課題として取り組んでまいります。

① 人財の確保と育成

要介護認定者数の継続的な高い伸びや当社の営業拠点の拡大から、介護サービス提供者(介護福祉士・ホームヘ

ルパー・ケアマネジャー・看護師等)が恒常的に不足しており、また、法改正によるサービス提供責任者の要件変

更やサービスの質に対する要求度も高まってきているところから、社内求職者紹介制度の活用などにより、引き

続き優秀な人財を確保するとともに、適切な人財配置と教育研修による人財の育成及び雇用条件の向上により、

社員及びご利用者に安心・安全を提供できる環境を作ってまいります。これに併せて、2017年11月に技能実習法

が施行され、外国人技能実習生の受け入れ人数拡大や制度の拡充が図られるなど、事業者にとってより有用な制

度設計がなされたことから、当社グループにおいても技能実習生制度を活用するとともに、外国人留学生につい

ても積極的に受け入れを進めるなど、人財確保手段を多様化することでより安定的に人財が確保できるよう努め

てまいります。

② 社内管理体制の強化

社内管理体制におきましては、内部統制システムの更なる強化を推し進め、業務効率の向上を図るとともに、

安心・安全な情報セキュリティー体制、迅速な経営判断と情報開示体制に基づく強固なコンプライアンス体制の

構築に取り組んでまいります。

③ 新規事業

当社グループは、介護保険制度の変動リスクを軽減するとともに、ご利用者の安心・安全・利便・生きがいの

向上に役立つ新規事業開発やＭ＆Ａ案件等の取り組みを積極的に進め、体質強化を図ってまいります。

④ 財務体質の改善

当社グループは介護事業の市場拡大基調が継続するとの予測の下、積極的に事業の拡大を図っております。当

社グループでは、開設時の初期投資軽減のため、主に長期リース契約にて物件を確保しており、有利子負債比率

が高い水準にありますが、その一方で、このような環境においても事業拡大のために必要な投資を着実に実行し

ていくことが、当社グループの長期にわたる事業拡大と利益成長の礎となるものと判断しております。そのため、

今後も積極的に新規投資を実施いたしますが、投資資金調達については案件に応じ最適化を図ることにより、有

利子負債をコントロールすることで、当社グループの財務体質の改善を図ってまいります。
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２ 【事業等のリスク】

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、当社の財政状態、経営成績及び株価等

に影響を及ぼす可能性のある主な事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。

(1) 介護保険制度等について

当社グループが行っている介護事業は、主に介護保険法に基づく介護サービスが中心であり、同法及び関連諸法

令の規制を受けます。介護サービスを行うには、サービス毎に都道府県等自治体の指定を受ける必要があり、これ

ら法令には介護報酬減額や指定取消事由も細かく定められる等、コンプライアンスを強く意識した運営が求められ

る事業であります。介護保険制度については、３年毎に介護報酬の改定が行われることとされており、2021年４月

に改正介護保険法の施行及び介護報酬の改定が行われました。この改正で、介護報酬は、小幅ながらもプラス改定

となりましたが、今後、介護報酬の引き下げ等の介護事業者にとって不利な改正がなされた場合、当社グループの

財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

当社グループでは、介護周辺事業を中心とした新規事業へ積極的に参入し、介護報酬改定が財政状態及び経営成

績に及ぼす影響を緩和するための取り組みを進めております。

(2) 法的規制について

当社グループが行っている介護事業は、以下の法的規制を受けております。なお、現時点において、当社グルー

プが行っている各事業に許認可等取消事由や営業停止事由は発生しておりません。

介護保険法においては、在宅系の「居宅介護支援事業」を行うには「指定居宅介護支援事業者」の指定を、訪問

介護その他の「居宅サービス事業」を行うには「指定居宅サービス事業者」の指定を、それぞれ都道府県等各自治

体から受けることが必要とされております。厚生労働省令第37号では、従業員の資格要件及び人員数要件、設備な

どの一定要件、さらにサービス区分と介護報酬等についても詳細に規定されており、これらの規定に従って事業を

遂行する必要があります。

施設系の「有料老人ホーム事業」は、介護保険法による「特定施設入居者生活介護」及び老人福祉法による「介

護付有料老人ホーム」との位置づけで、都道府県等各自治体の指定を受ける必要があり、「グループホーム事業」

は、介護保険法による「認知症対応型共同生活介護」との位置づけで、市(区)町村長の指定を受ける必要がありま

す。在宅系と同様に厚生労働省令第37号では、「入居者３名に対し、職員１名以上」を配置する人員数規定や、管

理者及び計画作成担当者等の人員配置とそれぞれの資格要件等並びに設備などの一定の要件が定められており、こ

れらの規定に従って事業を遂行する必要があります。

また、障害者総合支援法においては、「居宅介護、重度訪問介護、同行援護」を行うには都道府県等各自治体よ

り「指定障害者福祉サービス事業者」の指定を受けることが必要とされております。厚生労働省令第171号では、事

業等の人員、設備及び運営に関する基準が規定されており、これらの規定に従って事業を遂行する必要がありま

す。

介護保険法には、第77条、第78条及び第84条において、指定基準等未充足や介護報酬の不正請求等指定の取消事

由に該当する場合に指定を取り消すことができる旨が規定されております。また、第70条、第78条及び第79条にお

いて、６年毎に指定の更新を受けなければ、その期間の経過によって、効力を失う旨が規定されております。

万が一これらの基準が充足できない事態が生じ、監督官庁から行政処分を受けることとなった場合、当社グルー

プの財政状態及び経営成績等に影響を及ぼす可能性があります。

当社グループでは、社内研修の充実、人員配置状況のモニタリング徹底等の施策を推進することにより、法令遵

守体制の整備に努めております。

(3) 人財確保について

当社グループは、今後もコンプライアンスを遵守し、積極的に事業を拡大していく方針であり、これに伴い介護

サービスを提供するための人財が必要不可欠と認識しております。上記の「(1)介護保険制度等について」及び

「(2)法的規制について」に記載のとおり、介護サービス事業においては、資格要件を充足した従業員によるサービ

スの提供を義務付けられているものが多く、今後も、有資格者を中心とした人財の獲得や、教育研修制度を通じて

人財の育成及びサービスの質の向上に積極的に取り組む方針であります。

しかしながら、介護業界におきましては、要介護認定者数の継続的な高い伸びや競合の激化から、有資格者や優

秀な人財に対する需要が高まっており、その確保が難しくなっております。当社グループは、雇用条件の見直しや、

教育研修制度の充実などにより人財確保が行いやすく、かつ人財定着率の向上に資する環境整備に意を用いており

ますが、計画どおりに人員を確保できなかった場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性

があります。
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(4) 競合について

介護保険制度の開始以降、介護サービス利用者は年々増加しており、今後も高齢化の進行に伴い利用者は増加基

調が継続するものと予想され、新規参入や同業他社の事業拡大が一層加速するものと考えられます。当社はサービ

スメニューを拡充するとともに、サービスの品質向上に努める等、新規利用者の獲得促進と利用者の長期にわたる

サービス利用の実現に努めておりますが、当社が事業展開している地域において、新規参入等により想定を超える

競争激化や品質向上のためのコスト増が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性

があります。

(5) 事業展開について

当社グループは、拡大する訪問介護サービスのニーズに対応できるサービス提供能力を確保するため、営業拠点

数の増強、介護サービスの提供者(介護福祉士・ホームヘルパー・ケアマネジャー・看護師等)の積極的な採用、当

該サービスの質の更なる向上を実現するため、教育研修体制の強化を進める方針であります。また同時に、ご利用

者ニーズの高い福祉用具販売・レンタルサービス・住宅改修サービス等を充実し、事業間の相乗効果を高めていく

方針であります。

また、これらの事業に加え、デイサービス及び小規模多機能型居宅介護の通所系事業、有料老人ホーム及びグル

ープホームの介護施設、並びに保育事業等の福祉施設を積極的に出店することに加え、介護福祉周辺の新規事業開

発を積極的に進め、望ましい事業ポートフォリオを構築することにより、当社グループの体質強化を図っていく方

針であります。

しかしながら、こうした課題への対処が適切かつ迅速に行われなかった場合、当社グループの財政状態及び経営

成績に影響を与える可能性があります。

(6) 新規出店について

当社グループでは、出店にあたり緻密なマーケティングと十分な人財育成をベースに介護施設や保育施設の新規

開設を推し進めております。また、充分な新規開設案件数確保のため専門部署の設置と機能強化に努めております

が、好立地に物件を確保できない場合や、地域的及び経済的要因、並びに人員確保が円滑に進まない等、開設事業

計画に大幅な乖離が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

(7) 高齢者介護に付随する安全管理・健康管理について

当社グループが提供する介護サービスのうち、在宅系介護事業及び施設系介護事業のサービス受給者は、主に要

介護認定を受けた高齢者等であり、サービスの提供時においては、当該サービス受給者の転倒事故・食物誤嚥事故

等高齢者特有の事故の発生や体調悪化等が生じる可能性が高いといえます。また、特に施設系介護事業においては、

集団感染や食中毒が発生する恐れもあります。

当社グループは、介護サービス提供中における安全管理・健康管理に細心の注意を払うとともに、研修センター

における徹底したスキルアップ研修やマニュアルの整備等により、事故の発生防止や緊急時対応について積極的に

取り組んでおりますが、万が一、介護サービス提供時に事故やサービス受給者の体調悪化等が発生し、過失責任が

問われるような事態が生じた場合、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

(8) 情報管理について

当社グループの介護サービス提供対象者は、主に要介護認定を受けた高齢者等であり、その個人情報については、

高度な機密性が必要なものと認識しております。当該情報に関しては、介護保険法及び個人情報保護法等の関連諸

法令を遵守し、その取り扱いには管理体制の充実と細心の注意を払っておりますが、万が一、外部からの不正アク

セスや社内管理の不手際等から、情報の漏洩が発生した場合、損害賠償請求や社会的信用の失墜等により、当社グ

ループの財政状態及び経営成績に影響を与える場合があります。

また、当社グループは、ご利用者情報管理や業務の効率化を目的として、基幹業務システムを使用しております

が、かかるサーバの故障等に備えデータの定期的なバックアップ体制を整備しております。しかしながら、地震な

どの天変地異によるオンライン不能やサーバの停止等により、業務遂行に大きな支障をきたした場合、当社グルー

プの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

(9) 施設の賃貸借契約について

当社グループが運営する「有料老人ホーム」「グループホーム」は、主に初期投資を抑えるために家主との間で

一棟毎の賃貸借契約を締結しております。賃貸借契約時に敷金、建設協力金を差し入れており、当連結会計年度末

時点での差入保証金の残高が2,701,908千円となっており、総資産に占める比率は7.4％となっております。また、

契約期間は主として20～25年間であり、家主にとっては長期安定収入が得られ、当社にとっても安定継続的に施設

を賃借・運営できます。しかしながら、短期間での施設閉鎖や入居費用の見直しが困難であることから、近隣家賃

や同業者の入居費用相場等が大幅に下落し、既存施設の競争優位性が損なわれた場合や、家主の信用状況の悪化等

により、差し入れている敷金、建設協力金の一部又は全額について回収できなくなった場合には、当社グループの

財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。
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(10) 減損について

当社グループが保有する固定資産について、今後当社グループ各社の収益性が低下した場合、減損損失の計上が

必要となり、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。当社グループではこの影響

を軽減するため、個々の投資案件の収益性を厳しく見定めるとともに、事業所別の損益管理を厳格化することを通

じ、減損の兆候が生じる事業所を減らせるよう努めております。

(11) 有利子負債依存度について

当社グループは、「(5)事業展開について」及び「(6)新規出店について」において記載の通り、介護福祉分野を

中心とした新規事業所開設を積極的に推し進める方針を取っておりますが、こうした事業計画を達成するためには

多額の資金が必要となります。上記を鑑みて、当社グループでは従来、施設建物を主に家主からの長期リース契約

とすることで、新規事業所の初期投資を抑えるよう努めるとともに、不足する資金を銀行からの借入れにより賄っ

てきたことから、当連結会計年度末時点での有利子負債の残高が22,514,510千円(うち、リース債務17,434,137千

円)となっており、総資産に占める有利子負債残高の比率は61.9％(うち、リース債務見合いの比率47.9％)と有利子

負債依存度が高い水準にあります。

以上のことから、金融情勢の変化などにより計画通りに資金が調達出来ない場合や金利水準が上昇した場合、事

業計画の修正や支払利息の増大により、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

(12) リース会計基準変更の可能性について

当社グループでは、「(9)施設の賃貸借契約について」及び「(11)有利子負債依存度について」において記載の通

り、「有料老人ホーム」「グループホーム」開設に際して、施設建物・土地を主に家主からの長期リース契約とし

ておりますが、賃貸借契約の内容を踏まえて一部をオペレーティング・リースとして処理していることから、これ

らについては貸借対照表に計上されておりません。しかしながら、今後リース会計基準が改正され、オペレーティ

ング・リースについても資産・負債を計上することになった場合には、建物・土地の使用権相当額が資産・負債と

して貸借対照表に計上されることとなります。この変更に伴い、当社グループの自己資本比率が現状より低下する

とともに、減損対象資産の増加により減損損失計上が必要となった場合には、当社グループの財政状態及び経営成

績に影響を与える可能性があります。

(13) 教育事業について

当社グループが行う介護人財の教育事業は、新たな介護保険法の改正がおこなわれ、介護報酬が引き下げられた

場合、介護サービス従事者の待遇改善の課題がより深刻化し、介護業界離れが進行することにより受講者数が減少

し、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

(14) 人財サービス事業について

当社グループが行う人財サービス事業は、「労働者派遣法」に基づく一般労働者派遣事業許可を受けて行ってい

る事業及び「職業安定法」に基づく有料職業紹介事業許可を受けて行っている事業です。

今後、何らかの理由により当該許可の取消事由及び欠格事由に該当した場合、業務の全部若しくは一部の停止が

命ぜられることにより、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能性があります。

(15) 保育事業について

当社グループの保育事業においては、介護事業同様、人員基準及び設置基準が厚生労働省令及び各自治体条例で

規定されています。このため、保育事業においても有資格者や優秀な人財に対する需要が高まっており、計画通り

人員が確保できない場合、当社グループの事業運営に影響を与える可能性があります。また、感染症の蔓延、不測

の事故等による監督官庁からの行政処分やその風評による２次的影響を受けた場合や、我が国における少子化が、

想定を超えて進行した場合、計画通りの稼働が出来ないことにより、当社グループの財政状態及び経営成績に影響

を与える可能性があります。

(16) 風評等の影響について

当社グループが事業を展開する介護業界は、利用者及びその介護に関わる関係者の信頼や評判が当社グループの

事業運営に大きな影響を与えるものと認識しております。当社グループでは、経営理念を浸透させるとともに、充

実した研修等を実施することにより、利用者の信頼を得られる高品質なサービスを提供できるよう努めております

が、何らかの理由により当社グループの評判を棄損する情報や風評が流れた場合、当社グループの財政状態及び経

営成績に影響を与える可能性があります。

(17) 食中毒について

当社グループが運営する介護施設においては、ご利用者に対し食事を提供しております。厨房の整理・整頓及び

食材の安心・安全な調達・調理に取り組んでおりますが、喫食されたご利用者の中から食中毒による集団感染が広

がった場合、営業停止等の行政処分やご利用者離れにより、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える

可能性があります。

(18) 自然災害について

当社グループが運営する介護施設においては、地震や水害等の大規模な自然災害が発生した場合に備え、各施設

においてＢＣＰ(事業継続計画)を策定するとともに、定期的に防災訓練を実施しておりますが、想定を上回る規模

の自然災害が発生した場合、事業運営に支障をきたし、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能

性があります。

　



― 16 ―

(19) 海外における事業展開について

当社グループは、中華人民共和国及びベトナム社会主義共和国に設立した在外子会社において、本格的な海外展

開の基盤構築のための取り組みを進め、中長期的には海外事業を成長の柱に育てることを計画しておりますが、海

外事業の展開には、これら子会社が所在する地域での政治・経済情勢の変化、予期しえない法規・租税制度等の変

更、商慣行の相違、自然災害や感染症の発生、為替レートの変動等、数多のリスクが内在し、これらリスクの顕在

化により当初計画通りに事業が展開できない場合には、当社グループの財政状態及び経営成績に影響を与える可能

性があります。

このようなリスクを極小化するため、当社グループでは、拙速な海外展開を厳に慎み、現地におけるマーケティ

ングと当社グループの経営理念や介護サービスの特徴についての浸透を優先するとともに、現地への従業員派遣に

加えて、海外展開に精通したコンサルティング会社との情報交換を密に行うことにより、現地情勢の適時、適確な

把握に努めております。

(20) 新型コロナウイルス感染症に関するリスクについて

新型コロナウイルス感染症の業績への影響は、当連結会計年度において、施設系介護事業において入居率の低下

として顕在化しました。現在、国内における感染状況は高止まり傾向にあり、依然予断を許さない状況でありま

す。今後の感染状況によっては、行政からのサービス休止・縮小要請、従業員やご利用者への感染による事業所の

一時的な閉鎖、サービスのキャンセル増加などにより、当社グループの経営成績及び財政状態にさらなる影響を与

える可能性があります。

当社グループでは、アルコール、次亜塩素酸等の消毒剤やマスク、防護服等の保護具を備蓄し、ＷＥＢ会議シス

テムや面会システムの導入、事務所及び会議室へのパーテーション設置に加えて、感染の疑いがある場合には、直

ちにＰＣＲ検査を受診するなどの対策により、新型コロナウイルス感染症予防に努めております。
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３ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当連結会計年度より会計方針を変更しております。詳細は「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等(1)連結財務諸

表 注記事項(会計方針の変更)」をご参照ください。

(経営成績等の状況の概要)

(1) 経営成績の状況

当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルスの感染拡大第６波への対処として、2022年１月から

３月にまん延防止等重点措置が一部地域に適用されましたが、第７波では過去最高の感染者数を記録しながらも、

社会活動の継続のため行動制限は課されず、感染者が減少し始めるとGo To Eat事業の再開や全国旅行支援事業が開

始されたことから、飲食業や観光業を中心に活気を取り戻しつつもあります。しかし、ウクライナ情勢の深刻化、

急激な円安進行等により、資源・エネルギー価格、食料品価格の引き上げが相次いだことによって、景気の回復は

勢いを欠いたものとなっております。また、海外においても、経済活動の制限が緩和されてはいるものの、インフ

レ高進とそれに対応するための金融政策引き締め等の影響を受け、景気の減速が鮮明になっております。

一方、景気の先行きについては、供給網の混乱やウクライナ情勢が長期化の様相を呈しており、インフレの長期

化が懸念されております。また、米国を始めとする各国中央銀行による金融政策引き締めの波及効果による、先進

国の景気後退リスクの更なる上昇、途上国を中心とした債務不履行リスクの増大が懸念される等、世界経済は様々

な下振れリスクに晒されていることから、予断を許さない状況が予想されます。

介護業界においては、高齢化率が年々上昇し、介護サービスの需要が益々高まりつつありますが、介護従事者に

ついては、有効求人倍率が高い数値で推移しており、人財の確保が経営上の最重要課題となっております。その対

応策の一つとして、2019年10月には消費増税による負担増の緩和のため、基本報酬が増額改定されるとともに、介

護職員等特定処遇改善加算が制定されました。また、2021年４月に介護報酬が改定され、基本報酬が増額改定され

るとともに、加算報酬が新設されたことから、コストと報酬のバランスを見極めた上で、加算報酬の算定に向けた

取り組みを進めております。更に、本年２月からは福祉・介護職員の更なる処遇改善を目的として、政府による

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」に基づき、介護職員処遇改善支援補助金及び福祉・介護職員処遇改

善臨時特例交付金(以下、処遇改善支援補助金とします。)が実施されております。本年10月以降は、処遇改善支援

補助金に相当する金額が介護報酬に組入れられております。

このような状況の下、当社グループは、ご利用者に品質の高いサービスを提供するため、介護職員の処遇改善及

び研修体制の充実に努めるとともに、独自に創設した「誰伸び人事制度」の更なる進化に加え、社内求職者紹介制

度の積極的な活用、更には、あらゆる世代の従業員が生きがいを持って働き続けられるための定年制度撤廃や全パ

ートタイマーの有期雇用契約から無期雇用契約への変更等、従業員が働きやすい環境を整備することによって雇用

の安定に努めております。

また、上述の介護職員等特定処遇改善加算については、事業所のリーダー層及びリーダー候補層の処遇改善を重

視した還元策を導入・実施し、これら中核層の従業員の満足度向上にも努めております。処遇改善支援補助金につ

いては、制度趣旨を踏まえ、処遇改善が福祉・介護職員に行き亘るような還元策を導入致しております。

新型コロナウイルス対応の中で、当社グループは、福祉サービスがご利用者の生活に必要不可欠なサービスであ

ると改めて認識し、感染対策を一層強化するとともに人員体制の充実に注力し、サービス提供の継続に努めてまい

りました。

しかしながら、新型コロナウイルスの感染拡大第７波以降において、施設系介護事業における入居時期の先送り、

在宅系介護事業の一部で利用控えが増加したことにより、売上高の成長率に鈍化が見られ、感染予防、感染対策費

用が増大するとともに、サービス提供体制の維持に要する人員確保のコストが大幅に増加いたしました。加えて、

ウクライナ情勢の長期化や急激な円安進行によって、既に上昇しつつあった資源・エネルギー価格が一層高騰する

中、食料品や消耗品に続き、水道光熱費についても徐々に上昇し、全社的なコストの増大を抑えることができませ

んでした。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は383億98百万円(前年同期比5.6％増)、営業利益11億７百万円(同26.5％

減)、経常利益11億57百万円(同31.0％減)、親会社株主に帰属する当期純利益は６億30百万円(同32.7％減)となりま

した。
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セグメント別の業績は次のとおりであります。なお、セグメント別の各金額は、セグメント間取引等相殺消去前

の金額によっております。

① 在宅系介護事業

当事業については、当連結会計年度において、大阪府に４拠点、東京都に６拠点、兵庫県に２拠点、神奈川県

に２拠点、京都府に１拠点、福岡県に１拠点、宮城県に１拠点、奈良県に２拠点、滋賀県に２拠点、千葉県に２

拠点、広島県に１拠点の計24拠点を出店いたしました。出店に際しては緻密なマーケティングと十分な人財育成

をベースに推し進め、早期黒字化を目指すとともに、介護職の処遇改善に努めてまいりました。その結果、当連

結会計年度の売上高は134億96百万円(前年同期比9.4％増)、セグメント利益は24億57百万円(同21.2％増)となり

ました。

② 施設系介護事業

当事業については、当連結会計年度において、東京都に２拠点、京都府に１拠点、埼玉県に３拠点、兵庫県に

１拠点の計７拠点を出店いたしました。新規出店により売上高としては成長しておりますが、新型コロナウイル

ス第７波以降に入居ペースの低下が見られ、事前の計画に対する進捗未達が顕著となりました。また、当事業は

集団での生活と介護を前提としていることから、集団感染のリスクが相対的に高いため、人件費を含む感染対策

費用が他の事業に比べ増大したことが、当事業の利益を大きく圧迫することとなりました。その結果、当連結会

計年度の売上高は193億３百万円(前年同期比3.0％増)、セグメント利益は７億24百万円(同31.5％減)となりまし

た。入居ペースの低下に対して、従来とは異なるアプローチの入居促進を開始し、新規の入居者獲得に注力し、

収益改善に取組んでまいります。

③その他

その他の事業については、障がい者の雇用確保と活躍の機会の拡大を目的として、軽作業請負事業にて新規事

業を開始し１拠点を出店いたしました。既存事業では、障がい者(児)通所支援サービスにて２拠点、ダイニング

事業にて５拠点、保育事業にて２拠点の計10拠点を出店いたしました。積極的な営業展開を図り、売上及び利益

伸長に注力しましたが、保育事業及び感染対策系の補助金の前連結会計年度からの減少額を補填するに至りませ

んでした。なお、当連結会計年度において、東京都及び大阪府において開設いたしました認可保育所に対して自

治体から支給が決定された補助金を営業外収益に計上しております。その結果、当連結会計年度の売上高は84億

88百万円(前年同期比6.2％増)、セグメント利益は８億79百万円(同3.3％減)となりました。
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地域別在宅系介護事業所数の推移

区分 2021年10月期末 2022年10月期末 増減

大阪府

訪問介護 73 77 4

居宅介護支援 30 32 2

デイサービス 6 6 ―

その他 3 3 ―

兵庫県

訪問介護 24 26 2

居宅介護支援 4 4 ―

その他 1 1 ―

京都府

訪問介護 8 9 1

居宅介護支援 1 1 ―

デイサービス 1 1 ―

その他 7 7 ―

奈良県 訪問介護 ― 2 2

滋賀県 訪問介護 ― 2 2

東京都

訪問介護 50 55 5

居宅介護支援 27 34 7

デイサービス 5 5 ―

その他 ― ― ―

神奈川県 訪問介護 4 5 1

千葉県
訪問介護 1 2 1

居宅介護支援 1 1 ―

埼玉県
訪問介護 1 1 ―

居宅介護支援 1 1 ―

愛知県

訪問介護 8 8 ―

居宅介護支援 3 3 ―

デイサービス 3 3 ―

その他 3 3 ―

福岡県

訪問介護 7 8 1

居宅介護支援 1 2 1

デイサービス 4 4 ―

その他 1 1 ―

広島県 訪問介護 2 3 1

宮城県
訪問介護 4 3 △1

居宅介護支援 1 1 ―

合 計 285 314 29
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地域別施設系介護事業所数の推移

区分 2021年10月期末 2022年10月期末 増減

大阪府
有料老人ホーム 12 12 ―

グループホーム 19 19 ―

兵庫県
有料老人ホーム 7 7 ―

グループホーム 12 13 1

京都府
有料老人ホーム 2 3 1

グループホーム 12 12 ―

東京都
有料老人ホーム 11 13 2

グループホーム 14 14 ―

千葉県
有料老人ホーム 3 3 ―

グループホーム 2 2 ―

神奈川県
有料老人ホーム 3 3 ―

グループホーム 3 3 ―

埼玉県
有料老人ホーム 3 3 ―

グループホーム ― 3 3

愛知県
有料老人ホーム 3 3 ―

グループホーム 6 6 ―

福岡県 グループホーム 4 4 ―

広島県
有料老人ホーム 1 1 ―

グループホーム 3 3 ―

宮城県 グループホーム 1 1 ―

合 計 121 128 7
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その他の事業所数の推移

区分 2021年10月期末 2022年10月期末 増減

大阪府

訪問看護 5 6 1

障がい児通所支援 14 15 1

認可保育所 5 6 1

介護人財の教育 8 9 1

ダイニング 17 18 1

その他 9 10 1

兵庫県

訪問看護 2 2 ―

障がい児通所支援 2 2 ―

介護人財の教育 3 3 ―

ダイニング 7 7 ―

その他 2 2 ―

京都府

訪問看護 2 2 ―

介護人財の教育 2 2 ―

ダイニング 1 2 1

その他 1 1 ―

奈良県 介護人財の教育 1 1 ―

滋賀県 介護人財の教育 1 1 ―

東京都

訪問看護 1 0 △1

障がい児通所支援 3 3 ―

認可保育所 4 5 1

介護人財の教育 8 7 △1

ダイニング 16 19 3

その他 7 7 ―

千葉県
介護人財の教育 1 1 ―

ダイニング 3 3 ―

神奈川県
介護人財の教育 1 2 1

ダイニング 3 3 ―

埼玉県
介護人財の教育 1 1 ―

ダイニング 3 3 ―

愛知県
介護人財の教育 4 4 ―

ダイニング 3 3 ―

岐阜県 介護人財の教育 1 1 ―

福岡県
訪問看護 1 1 ―

介護人財の教育 1 1 ―

広島県 ダイニング 1 1 ―

合 計 144 154 10
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(2) 財政状態の状況

① 資産

当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末に比べ12億21百万円減少し、363億78百万円となりました。

② 負債

当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べ９億23百万円減少し、299億２百万円となりました。

③ 純資産

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べ２億98百万円減少し、64億75百万円となりまし

た。

(3) キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物(以下「資金」という。)は、前連結会計年度末に比べ９億53百万

円減少し、18億69百万円となりました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおり

であります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

営業活動により得られた資金は、11億13百万円(前年同期は26億11百万円の収入)となりました。これは主として、

税金等調整前当期純利益10億21百万円、減価償却費14億42百万円、未払金の増加額１億62百万円による資金の増加、

及び賞与引当金の減少額１億33百万円、利息の支払額６億29百万円、法人税等の支払額４億40百万円、売上債権の

増加額３億22百万円による資金の減少によるものであります。

(投資活動によるキャッシュ・フロー)

投資活動により使用した資金は、13億94百万円(前年同期は13億80百万円の支出)となりました。これは主として、

有形固定資産の取得による支出７億63百万円、差入保証金の差入による支出３億48百万円、無形固定資産の取得に

よる支出１億65百万円による資金の減少によるものであります。

(財務活動によるキャッシュ・フロー)

財務活動により使用した資金は、６億79百万円(前年同期は13億34百万円の支出)となりました。これは主として、

長期借入れによる収入21億円、短期借入金の純増加額４億円による資金の増加、及び長期借入金の返済による支出

19億36百万円、リース債務の返済による支出10億13百万円、配当金の支払額２億28百万円による資金の減少による

ものであります。

(4) 生産、受注及び販売の実績

① 仕入実績

当連結会計年度における仕入実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

仕入高(千円) 前年同期比(％)

在宅系介護事業 76,088 96.7

施設系介護事業 108,597 78.4

その他 1,286,036 100.2

合計 1,470,723 98.1

(注) １ 「その他」の仕入の主な内容は、福祉用具、食材及び介護用品、並びに教材の仕入等に係るものでありま

す。

２ セグメント間取引については、相殺消去しております。

　



― 23 ―

② 販売実績

当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

販売高(千円) 前年同期比(％)

在宅系介護事業 13,496,451 109.4

施設系介護事業 19,303,745 103.0

その他 5,597,931 106.0

合計 38,398,128 105.6

(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前連結会計年度

(自 2020年11月１日

至 2021年10月31日)

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

大阪府国民健康保険団体連合会 8,170,278 22.5 8,574,513 22.3

東京都国民健康保険団体連合会 4,868,528 13.4 5,115,384 13.3

③ 生産、受注の状況

該当事項はありません。

(経営者の視点による経営成績等の状況に関する分析・検討内容)

経営者の視点による当社グループの経営成績等の状況に関する認識及び分析・検討内容は次のとおりであります。

なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において判断したものであります。

(1) 重要な会計方針及び見積り

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。

当社グループは、連結財務諸表作成にあたって、適切な会計方針を選択し、減損会計における将来キャッシュ・

フローの見積りを始めとする、固有の見積りや判断が必要な事象については過去の実績等を勘案して合理的に判断

しておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるためこれらの見積りと異なる場合があります。詳細に

つきましては、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項(重要な会計上の見積り)」

をご参照ください。

なお、当社グループが採用した会計方針については、「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸

表 注記事項(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)６ 会計方針に関する事項」をご参照ください。

また、新型コロナウイルス感染症の国内における感染状況については、感染状況の改善を受け、Go To Eat事業の

再開や全国旅行支援事業が開始されましたが、足元の新型コロナウイルス感染者が増加傾向にあることに加えて、

中国において、いわゆる「ゼロコロナ政策」が見直され、感染者が急増する等予断を許さない状況であります。こ

うした状況を踏まえ、感染症の影響は少なくとも次期(2023年10月期)いっぱいはあるものと想定しております。こ

のような環境下ではありますが、当社グループが主力とする介護事業は、ご利用者やそのご家族が健やかな生活を

送る上で必要不可欠なサービスであることから、翌連結会計年度以降においても、事業環境が著しく悪化する可能

性は極めて低いと仮定し、当該仮定を会計上の見積りに反映しております。
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(2) 財政状態

当連結会計年度末における資産は、前連結会計年度末に比べ12億21百万円減少し、363億78百万円となりました。

(流動資産)

当連結会計年度末の流動資産は、前連結会計年度末に比べ１億29百万円減少し、96億72百万円となりました。こ

れは主として、売掛金の増加３億22百万円、その他の流動資産の増加４億94百万円、及び現金及び預金の減少９億

53百万円によるものであります。

(固定資産)

当連結会計年度末における固定資産は、固定資産は前連結会計年度末に比べ10億91百万円減少し、267億６百万円

となりました。これは主として、リース資産(純額)の減少11億46百万円、投資有価証券の減少10億13百万円、及び

建物(純額)の増加４億62百万円、差入保証金の増加２億28百万円、ソフトウエアの増加２億21百万円によるもので

あります。

当連結会計年度末における負債は、前連結会計年度末に比べ９億23百万円減少し、299億２百万円となりました。

(流動負債)

当連結会計年度末における流動負債は、前連結会計年度末に比べ２億１百万円増加し、94億28百万円となりまし

た。これは主として、短期借入金の増加４億円、未払金の増加２億81百万円、１年内返済予定の長期借入金の増加

１億11百万円、及び未払法人税等の減少２億47百万円、預り金の減少１億92百万円、賞与引当金の減少１億33百万

円によるものであります。

(固定負債)

当連結会計年度末における固定負債は、前連結会計年度末に比べ11億24百万円減少し、204億74百万円となりまし

た。これは主として、リース債務の減少10億46百万円、繰延税金負債の減少２億１百万円によるものであります。

(純資産)

当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末に比べ２億98百万円減少し、64億75百万円となりまし

た。これは主として、親会社株主に帰属する当期純利益を６億30百万円計上する一方、配当金を２億28百万円支払

ったことによる利益剰余金の増加３億90百万円、及びその他有価証券評価差額金の減少７億19百万円によるもので

あります。

(3) 経営成績

① 売上高

当連結会計年度は、全セグメントに共通する売上増加要因として、2022年２月から処遇改善臨時特例交付金の交

付が開始されました。各セグメント固有の増減要因については、在宅系介護事業セグメントにおいて、主に訪問介

護事業所を積極的に開設したことに加え、加算報酬の取得を進めたことにより売上高が拡大いたしました。施設系

介護事業セグメントにおいては、新型コロナウイルス第７波以降に入居ペースの低下が見られ、売上高の拡大が鈍

化いたしました。また、その他のセグメントにおいては、介護人財の教育事業が好調であったことに加えて、保育

事業、障がい児通所支援事業、訪問看護事業等で新規出店を進めたことから売上高が拡大いたしました。これらの

結果、当連結会計年度の売上高は、前連結会計年度に比べて20億37百万円増加し、383億98百万円となりました。

② 売上原価

当連結会計年度は、在宅系介護事業セグメントにおいて、訪問介護事業所の積極的開設に伴う、当事業の従業員

数増加により人件費が増加いたしました。施設系介護事業セグメントにおいても、新規施設開設に伴う従業員数増

加、従業員が新型コロナウイルスに感染した際の代替人員の確保による人件費増加により、売上原価が増加いたし

ました。また、その他のセグメントにおいては、保育事業、障がい児通所支援事業、訪問看護事業等で新規に出店

したことから、これら事業所に係る人件費を始めとする固定費の増加により、売上原価が増加いたしました。これ

らの結果、当連結会計年度の売上原価は、前連結会計年度に比べて15億１百万円増加し、291億27百万円となりまし

た。その結果、売上総利益は前連結会計年度に比べて５億36百万円増加し、92億70百万円となりました。
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③ 販売費及び一般管理費

当連結会計年度は、各セグメント共通の販売費及び一般管理費増加要因として、消耗品等の価格や水道光熱費、

求人単価の上昇が挙げられます。各セグメント固有の増減要因については、在宅系介護事業セグメントにおいて、

訪問介護事業所の積極的開設に伴う、初期投資及び固定費の増加により、販売費及び一般管理費が増加いたしまし

た。施設系介護事業セグメントにおいては、セグメント共通の増加要因の影響がより顕著だったことに加え、入居

ペースの鈍化対策として入居促進費用を重点的に投入したことにより、販売費及び一般管理費が増加いたしまし

た。その他のセグメントにおいては、保育事業、障がい児通所支援事業、訪問看護事業等で新規に出店したことか

ら、これら事業所に係る家賃を始めとした固定費増加に加えて、新規事業及び海外事業において、先行投資に係る

コストの発生により、販売費及び一般管理費が増加いたしました。また、管理部門において、人財獲得に向けて

様々な施策に取り組んだことに加えて、課税仕入れの増大に伴い控除対象外消費税が増加したことから、販売費及

び一般管理費が増加いたしました。これらの結果、当連結会計年度の販売費及び一般管理費は、前連結会計年度に

比べて９億35百万円増加し、81億62百万円となりました。その結果、営業利益は前連結会計年度に比べて３億99百

万円減少し、11億７百万円となりました。

④ 営業外損益

当連結会計年度の営業外収益は、前連結会計年度に比べて２億１百万円減少し、６億83百万円となり、また、当

連結会計年度の営業外費用は、前連結会計年度に比べて80百万円減少し、６億33百万円となりました。営業外収益

減少の主因は、主に、その他のセグメントにおいて、保育施設の開設が３拠点から２拠点に減少したことに伴い整

備補助金が減少したことによって、補助金収入が２億69百万円減少したことであります。その結果、経常利益は前

連結会計年度に比べて５億20百万円減少し、11億57百万円となりました。

⑤ 特別損益

当連結会計年度は関連会社株式の売却により特別利益を計上しましたが、少額のため影響は軽微でありました。

また、当連結会計年度の特別損失は、前連結会計年度に比べて72百万円減少し、１億37百万円となりました。特別

損失減少の主因は、減損損失が71百万円減少したことであります。その結果、親会社株主に帰属する当期純利益は

前連結会計年度に比べて３億６百万円減少し、６億30百万円となりました。

(4) 経営方針・経営戦略等又は経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

当社グループでは、長期的・継続的な企業価値の向上及び株主資本の効率的活用が重要であると認識しており、

売上高伸長率、売上高経常利益率並びにＲＯＥ(自己資本利益率)を主要な経営指標として位置づけております。

当社グループは、介護事業の市場拡大基調が継続するとの予測に基づき、売上高及び市場占有率拡大を優先するこ

とが経営指標の持続的向上に寄与するとの判断から、積極的に事業所の開設を進めてまいりました。このような方

針の下、当連結会計年度の売上高伸長率は5.6％となりました。また、売上高経常利益率は、前連結会計年度比1.6

ポイント悪化し3.0％、ＲＯＥ(自己資本利益率)は、前連結会計年度比6.3ポイント悪化し9.5％となりました。今後

も引き続き、在宅系介護事業セグメントでは稼働時間の増加、施設系介護事業セグメントでは空床率及び入院率の

低減を図ることによって、これらの指標を向上させるべく努めてまいります。

(5) 資本の財源及び資金の流動性に関する情報

当連結会計年度に係るキャッシュ・フローにつきましては、「経営成績等の状況の概要 (3)キャッシュ・フロー

の状況」に記載の通りであります。

当社グループの資金需要のうち、主なものは、新規開設に係る設備資金(主に、介護施設備品、保育所建設工事等

の初期投資)と人件費であります。人件費については自己資金、新規開設に係る設備資金については金融機関からの

借入金により賄い、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。

４ 【経営上の重要な契約等】

該当事項はありません。

５ 【研究開発活動】

該当事項はありません。
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第３ 【設備の状況】

１ 【設備投資等の概要】

当社グループでは、当連結会計年度において1,260百万円の設備投資を実施しました。セグメント別の内訳は、次の

とおりであります。なお、有形固定資産の他、無形固定資産への投資を含めて記載しております。

(在宅系介護事業)

当連結会計年度においては、新規開設拠点における備品購入等、総額102百万円の投資を行いました。

(施設系介護事業)

当連結会計年度においては、新規施設の開設費用、建築費用等、総額237百万円の投資を行いました。

(その他の事業)

当連結会計年度においては、保育所の建物手付金及び完工金の支払、株式会社ＥＥ21の新規教育事業所開設費用

等、総額618百万円の投資を行いました。

(調整額)

当連結会計年度においては、全社資産の購入等、総額302百万円の投資を行いました。
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２ 【主要な設備の状況】

(1) 提出会社

2022年10月31日現在

セグメントの

名称

事業所名

(所在地)

設備の

内容

帳簿価額(千円)
従業員数

(名)建物及び

構築物

車両

運搬具

工具、器具

及び備品

土地

(面積㎡)

リース

資産

ソフト

ウエア
合計

調整額(全社

資産)等

本社(大阪市

北区他)
本社 90,204 1,861 35,438 ― 91,991 474,740 694,236 98

在宅系介護

事業

訪問介護及び

居宅介護支援

ステーション

313事業所

訪問介護及

び居宅介護

支援ステー

ション

34,742 1,415 19,626 ― 104,524 ― 160,308 1,426

施設系介護

事業(調整額

含む)

プレザングラ

ン 江 東 亀 戸

(東京都江東

区)

介護付有料

老人ホーム
1,302 ― 3,715 ― 1,114,591 ― 1,119,609 53

プレザングラ

ン 台 東 谷 中

(東京都台東

区)

介護付有料

老人ホーム
982 ― 1,053 ― 1,052,989 ― 1,055,025 33

プレザンメゾ

ン塚口(兵庫

県尼崎市)

介護付有料

老人ホーム
1,177 ― 3,965 ― 861,543 ― 866,686 56

プレザンメゾ

ン新大阪(大

阪市淀川区)

介護付有料

老人ホーム
1,460 ― 6,799 ― 790,000 ― 798,259 47

プレザンメゾ

ン 墨 田 立 花

(東京都墨田

区)

介護付有料

老人ホーム
1,142 ― 2,867 ― 739,795 ― 743,806 27

プレザングラ

ン朝霞(埼玉

県朝霞市)

介護付有料

老人ホーム
2,123 ― 4,574 ― 565,827 ― 572,525 31

プレザンメゾ

ン 神 戸 白 水

(兵庫県神戸

市)

介護付有料

老人ホーム
3,196 1,444 6,249 ― 523,370 ― 534,260 24

プレザングラ

ン 横 浜 鶴 見

(神奈川県横

浜市)

介護付有料

老人ホーム
― ― 1,137 ― 522,245 ― 523,382 26

その他施設系

介護事業

121事業所

施設系介護

事業
227,098 19,055 292,319 ― 8,859,500 ― 9,397,974 2,572

施設系介護事

業合計

129事業所

施設系介護

事業
238,483 20,500 322,681 ― 15,029,864 ― 15,611,529 2,869

その他事業
その他

41事業所

保育施設の

運営他
2,141,366 ― 25,223

94,275

(277.85)
97,904 5,490 2,364,259 400

(注) １ 帳簿価格は、内部取引に伴う未実現利益消去前の金額を記載しております。

２ 建物については賃借物件であります。記載している帳簿価額は、主に内装設備の金額であります。

３ 上記の他、連結会社以外から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。

事業所名
(所在地)

セグメントの
名称

設備の内容
年間リース料

(千円)
リース契約残高

(千円)

大阪本社
(大阪市北区)他４事務所

調整額
(全社資産)

本社 120,442 370,163

プレザンメゾン箕面
(大阪府箕面市)他48施設

施設系介護事業
(調整額含む)

介護付有料老人ホーム 2,128,950 37,570,892

たのしい家江戸川
(東京都江戸川区)他81施設

施設系介護事業
(調整額含む)

グループホーム 865,023 10,686,139
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(2) 国内子会社

2022年10月31日現在

会社名
(所在地)

セグメント
の名称

設備の
内容

帳簿価額(千円)
従業員数
(名)建物及び構

築物
工具、器具
及び備品

土地
(面積㎡)

ソフト

ウエア
合計

株式会社ＥＥ21
(大阪市北区)

その他 教室増床他 20,684 1,842
17,100
(102)

21,267 60,894 141

株式会社ケア21
メディカル
(大阪市北区)

その他
訪問看護

ステーション
1,937 13,890 ― 241 16,069 105

(注) その他の国内子会社については、金額が僅少のため記載を省略しております。

(3) 在外子会社

金額が僅少のため記載を省略しております。

３ 【設備の新設、除却等の計画】

当連結会計年度末日現在において計画中の主なものは次のとおりであります。

重要な設備の新設等

会社名
セグメントの

名称
設備の内容 所在地

投資予定額
資金調達
方法

着手年月
完成年月

増加
能力総額

(千円)
既支払額
(千円)

提出会社

在宅系
介護事業

新規介護拠点
(ステーション)

大阪府・東京
都・兵庫県他

52,500 ― 自己資金
2023年１月
～2023年８月

22ヶ所

施設系
介護事業

介護付有料老人ホ
ーム他

東京都・兵庫
県・京都府他

826,629 57,484 自己資金
2022年９月
～2023年８月

11ヶ所

その他 保育所他
大阪府・東京

都
903,999 194,410 自己資金

2021年９月
～2023年７月

5ヶ所

調整額
(全社資産)

情報システム
(ソフトウエア他)

470,621 273,122 自己資金
2022年２月
～2024年６月

―

株式会社
ＥＥ21

その他
内装工事他
(建物他)

17,200 ― 自己資金
2023年２月
～2023年８月

4ヶ所
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 52,176,000

計 52,176,000

② 【発行済株式】

種類
事業年度末現在
発行数(株)

(2022年10月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2023年１月27日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,844,000 14,844,000
東京証券取引所
スタンダード市場

単元株式数は100株であります。

計 14,844,000 14,844,000 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

③ 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

2018年11月１日(注)１ 2,474,000 4,948,000 ― 100,000 ― 463,365

2021年５月１日(注)２ 9,896,000 14,844,000 ― 100,000 ― 463,365

(注) １ 株式分割(１：２)によるものであります。

２ 株式分割(１：３)によるものであります。

(5) 【所有者別状況】

2022年10月31日現在

区分

株式の状況(１単元の株式数100株)
単元未満
株式の状況

(株)
政府及び
地方公共
団体

金融機関
金融商品
取引業者

その他の
法人

外国法人等 個人
その他

計
個人以外 個人

株主数
(人)

― 1 19 48 13 9 7,328 7,418 ―

所有株式数
(単元)

― 12 2,450 52,409 2,272 42 91,219 148,404 3,600

所有株式数
の割合(％)

― 0.01 1.65 35.32 1.53 0.03 61.47 100.00 ―

(注) 自己株式1,377,189株は、「個人その他」の欄に13,771単元及び「単元未満株式の状況」の欄に89株含まれて

おります。
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(6) 【大株主の状況】

2022年10月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

株式会社浅科依田 東京都千代田区麹町4-5 3,015,000 22.38

吉田 嘉明 千葉県浦安市 2,152,800 15.98

スターツコーポレーション株式会社 東京都中央区日本橋3-4-10 1,480,300 10.99

依田 雅 兵庫県西宮市 1,267,100 9.40

アズワン株式会社 大阪府大阪市西区江戸堀2-1-27 700,300 5.20

ケア21従業員持株会 大阪府大阪市北区堂島2-2-2 465,700 3.45

依田 平 東京都千代田区 451,500 3.35

依田 明子 大阪府摂津市 240,000 1.78

ケア21役員持株会 大阪府大阪市北区堂島2-2-2 238,100 1.76

J.P.Morgan Securities plc
(常任代理人 JPモルガン証券株式会社)

25 Bank Street Canary Wharf London UK
(東京都千代田区丸の内2-7-3)

133,400 0.99

計 ― 10,144,200 75.32

(注) 上記のほか、当社は自己株式1,377,189株を保有しております。

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2022年10月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,377,100

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 13,463,300 134,633 ―

単元未満株式 普通株式 3,600 ― ―

発行済株式総数 14,844,000 ― ―

総株主の議決権 ― 134,633 ―

(注) 「単元未満株式」欄には、当社所有の自己株式が89株含まれております。

② 【自己株式等】

2022年10月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有

株式数の割合(％)

株式会社ケア21 大阪府大阪市北区堂島2-2-2 1,377,100 ― 1,377,100 9.28

計 ― 1,377,100 ― 1,377,100 9.28
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(8) 【役員・従業員株式所有制度の内容】

① 役員・従業員株式所有制度の概要

当社は、当社グループの役員及び従業員が自社株式を定期的に取得・保有し、財産形成の一助とすることを目的

として、役員持株会及び従業員持株会制度を導入しております。

② 役員・従業員持株会に取得させる予定の株式の総数

特段の定めは設けておりません。

③ 当該役員・従業員株式所有制度による受益権その他の権利を受けることができる者の範囲

役員持株会、従業員持株会ともに、当社及び完全子会社の役員・従業員に限定しております。

２ 【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第13号による普通株式の取得

(1) 【株主総会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(2) 【取締役会決議による取得の状況】

該当事項はありません。

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数(株) 価額の総額(千円)

当事業年度における取得自己株式 4,800 ―

当期間における取得自己株式 ― ―

(注) １ 当事業年度における取得自己株式4,800株は、譲渡制限付株式の無償取得によるものです。

２ 当期間における取得自己株式には、2023年１月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取りによる株式数は含めておりません。

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(千円)
株式数(株)

処分価額の総額
(千円)

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 ― ― ― ―

消却の処分を行った取得自己株式 ― ― ― ―

合併、株式交換、株式交付、会社分割に係る
移転を行った取得自己株式

― ― ― ―

その他(譲渡制限付株式報酬による自己株式の処分) 15,000 11,805 ― ―

保有自己株式数 1,377,189 ― 1,377,189 ―

(注) 当期間における保有自己株式数には、2023年１月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り

による株式数は含めておりません。

３ 【配当政策】

当社は、株主に対する利益還元を経営の重要課題の一つとして認識し、将来の事業展開と経営体質の強化のために

必要な内部留保を確保しつつ、機動的な利益還元を実施していくことを基本方針としております。

当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としております。配当の決定機関は、中間

配当は取締役会、期末配当は株主総会であります。

当事業年度の剰余金の配当につきましては、中間配当で１株当たり７円、期末配当で１株当たり10円の配当を実施

することを決定いたしました。内部留保資金の使途につきましては、今後の経営環境の変化への対応と、事業展開へ

の投資として有効活用してまいりたいと考えております。

なお、当社は会社法第454条第５項に規定する中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

(注) 基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

(千円)
１株当たり配当額

(円)

2022年６月10日
取締役会決議

94,278 7

2023年１月27日
定時株主総会決議

134,668 10
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４ 【コーポレート・ガバナンスの状況等】

(1) 【コーポレート・ガバナンスの概要】

① コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

当社は、コーポレート・ガバナンスを、当社を取り巻く様々なステークホルダーの利益を確保するための、企

業経営における重要な仕組みと考えております。こうした考えのもと、株主、取引先、従業員をはじめとするあ

らゆるステークホルダーからの信頼と期待に応える企業としてあり続けるために、また、当グループの主たる事

業は、公的な保険制度から報酬を受ける立場にあり、一段の社会的責任を果たすために、法令遵守のもと、経営

の透明性・公平性を向上させるための機能の拡充や、迅速、的確な経営判断、及び意思決定が可能な体制の構築

など、コーポレート・ガバナンスの確立・充実に努めることが重要な経営課題であると位置付けております。

② 企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

当社は、監査役３名(うち、社外監査役２名)による取締役の職務執行の監査・監督を実施するほか、独立社外

取締役(２名)を選任し経営監督機能の強化、及び取締役会の意思決定の妥当性、適正性を確保する体制としてお

ります。

また、効率的・効果的な経営には、経営監督機能と業務執行機能の分離が重要との考えから、執行役員制度を

導入し、経営の基本方針、及び業務執行の監督を取締役会、業務執行の意思決定を、常勤役員、執行役員、及び

幹部職員で構成されるいい会社創造仕組会議がそれぞれ担う体制を敷き、業務執行機能の強化、意思決定の迅速

化に努めております。

これらの体制により、経営の健全性、及び経営監視機能の充実が図られていることから、現体制を採用してお

ります。

企業統治に係る主要な機関の構成員の氏名、目的及び活動状況は以下の通りであります。

イ 取締役会

当社の取締役会は６名で構成され、うち、３名が社外取締役であります。また、取締役会には執行役員３名

も参加しております。取締役会では、経営の基本方針、法令並びに定款に定められた事項、その他経営に関す

る重要事項を決定するとともに、取締役の業務執行状況を監督する機関と位置づけており、毎月１回の定例取

締役会及び必要に応じて開催される臨時取締役会を行い、経営の全般につき迅速な意思決定を行っておりま

す。また、監査役(３名)も、取締役会に出席し、適宜、意見を述べるとともに、取締役の職務執行状況を客観

的な立場から監視しています。

なお、当事業年度に定例取締役会12回、臨時取締役会６回の計18回開催し、重要な業務執行を決定いたしま

した。

議 長：代表取締役社長依田雅

構成員：代表取締役会長依田平、常務取締役和久定信、社外取締役深貝亨(独立役員)、

社外取締役石田行司、社外取締役北浦一郎(独立役員)、執行役員３名

ロ 報酬審議委員会

各取締役に支給する基本報酬については、手続きの公正性と透明性を確保するため、取締役会決議に基づき、

代表取締役のうち、１名及び社外取締役のうち、２名を構成員とする報酬審議委員会に基本報酬の具体的内容

の決定を委任しております。

委員長：社外取締役深貝亨(独立役員)

委 員：社外取締役石田行司、代表取締役会長依田平

ハ いい会社創造仕組会議(リスク管理委員会)

当社のいい会社創造仕組会議は、常勤役員、執行役員、及び幹部職員で構成されております。いい会社創造

仕組会議では、当社及びグループ会社の業務執行に係る重要事項の審議と意思決定、及び事業に内在するリス

クの検討を行っており、毎月１回開催されております。

ニ 監査役会

当社の監査役会は３名で構成され、うち、２名が社外監査役であります。取締役会、いい会社創造仕組会議

などの重要な会議への出席や、業務・財産の状況調査などの方法により、取締役の職務の執行を監視、監督し

ております。監査役会は、毎月１回の定例監査役会、及び必要に応じて臨時監査役会が開催され、当事業年度

は18回開催されております。

議 長：常勤監査役遠藤昭夫

構成員：社外監査役深井和巳、社外監査役奥田隆司

　



― 33 ―

ホ コンプライアンス委員会

当社のコンプライアンス委員会は、常勤役員、執行役員、及び幹部職員による社内委員９名、並びに社外委

員１名(弁護士)の10名で構成されております。取締役会の諮問委員会として、当社グループの法令遵守状況の

統括と取締役会への報告・提案を行っており、年４回開催されております。

ヘ 内部監査室

内部監査室は、社員６名で構成され、年間を通じて各部門、グループ会社の監査を行っており、その結果は

速やかに代表取締役、担当役員(部長)、及び監査役会にも報告され、必要に応じた対策を講じております。な

お、内部監査は、コロナ禍の行動制限もあり、一部往訪監査から書面監査への切り替えを行い、当事業年度は、

往訪監査263ヶ所、書面監査174ヶ所の計437ヶ所を実施し、内部牽制機能の充実を図っております。

当社のコーポレート・ガバナンス体制の概要図は、以下のとおりであります。
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③ 企業統治に関するその他の事項

イ 内部統制システムの基本的な考え方と整備の状況

当社は、全てのステークホルダーの利益を重視し、長期継続的に企業価値の最大化を実現するため、次のと

おり会社法第348条第３項第４号及び第362条第４項第６号に規定する「法務省令で定める体制」を構築し、よ

って経営の透明性と業務の適正性並びに株主に対する説明責任を確保することを基本方針としております。

(ⅰ) 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ケア21グループ企業倫理憲章を定め、必要に応じて外部の専門家を起用し、法令定款違反行為を未然に防

止しております。また、取締役が他の取締役の法令定款違反行為を発見した場合は、直ちに監査役及び取締

役会に報告するなどガバナンス体制を強化しております。

(ⅱ) 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

文書管理規程に基づき、取締役の職務執行に係る情報を文書または電磁的媒体(以下「文書等」という)に

記録し、保存しております。取締役及び監査役は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとしておりま

す。

(ⅲ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

トータル・リスクマネジメント体制の実践的運用を確保するためケア21グループリスク管理規程を定め、

代表取締役を委員長とするリスク管理委員会を設置してグループ全体のリスクを網羅的・総括的に管理し、

リスク管理体制を明確化するとともに、内部監査室がリスク管理の状況を調査・監査し、その結果を定期的

に取締役会及び監査役会に報告しております。

また、不測の事態が発生したときは、代表取締役を本部長とする緊急対策本部を設置し、情報連絡チーム

及び顧問弁護士等を含む外部アドバイザリーチームを組織し迅速な対応を行い、損害の拡大を防止しこれを

最小限に止める体制を整えることとしております。

(ⅳ) 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

取締役の職務の執行が効率的に行われる体制を確保するため、定例取締役会を毎月１回開催するほか、必

要に応じて適宜臨時に開催するものとし、重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督を行っており

ます。

また、取締役会の決定に基づく業務執行については、組織規程、業務分掌規程において、それぞれの責任

者及びその責任、執行手続きの詳細について定めることとしております。

(ⅴ) 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

コンプライアンス体制を確保し実践的運用を徹底するため、ケア21グループ企業行動憲章及びケア21グル

ープコンプライアンス基本規程を定め、取締役会の諮問機関としてコンプライアンス委員会を設置してグル

ープ全体のコンプライアンス体制の統括及びコンプライアンスに関する業務を執行し、必要に応じて各担当

部署にて規則・ガイドライン等の策定、研修を実施しております。

内部監査部門として業務執行部門とは独立した内部監査室は、経常的な業務監視体制をとるものとしてお

ります。

また、法令違反その他のコンプライアンスに関する事実についての内部通報体制として、Ｃ＆Ｅ支援部長、

常勤監査役及び社外弁護士を直接の情報受領者とする内部通報システムを整備し、内部通報規程に基づきそ

の運用を行っております。

取締役は、グループ内における重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な事実を発見した場

合は、直ちに監査役に報告するとともに、遅滞なく取締役会に報告するものとし、監査役は、当社の法令遵

守体制及び内部通報システムの運用に問題があると認めるときは、意見を述べるとともに、改善策の策定を

求めることができます。

(ⅵ) 企業集団における業務の適正を確保するための体制

当社は、子会社の経営の自主性及び独立性を尊重しつつ当社グループにおける業務の適正を確保するため

に、関係会社管理規程その他必要な規程を定め、関係会社の経営状況を定期的に取締役会に報告するほか、

関係会社に対しても内部監査規程に基づき必要な監査を行うものとしております。

(ⅶ) 監査役の職務を補助すべき使用人に関する体制、並びに当該使用人の取締役からの独立性に関する体制

現在、監査役の職務を補助すべき使用人は置いておりませんが、必要に応じて監査役の業務補助のための

監査役スタッフを置くこととし、当該人事については、取締役と監査役が意見交換を行うものとしておりま

す。
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(ⅷ) 取締役及び使用人が監査役会又は監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制及

びその他監査役会又は監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当社グループの取締役及び使用人は、会社の業務または業績に影響を与える重要な事実を発見したときは、

直ちに監査役に報告しなければならないこととなっております。

また、監査役は、意思決定の過程及び業務の執行状況を把握するため、取締役会、コンプライアンス委員

会、リスク管理委員会等重要な会議に出席するとともに、稟議書その他業務執行に関する重要な文書を閲覧

し、必要に応じて、取締役または使用人にその説明を求めることとしております。さらに、会計監査人から

会計監査の内容につき説明を受け、情報の交換を行うなど連携を密にし、監査役監査の実効性確保を図って

おります。

(ⅸ) 監査役会または監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確

保するための体制

当社グループの取締役または使用人が当該報告をしたことを理由に、不利な取扱いを受けることを禁止す

るものとしております。

なお、内部通報規程の適切な運用を維持することにより、法令違反その他のコンプライアンス上の問題に

ついて、監査役への適切な報告体制を確保するとともに、代表取締役と監査役は、相互の意思疎通を図るた

め、定期的な会合をもつこととしております。

(ⅹ) 反社会的勢力の排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

法令遵守を重視し、反社会的勢力に対しては毅然と対応し、利益供与は一切行わないことを、「ケア21グ

ループ企業行動憲章」、「ケア21グループ行動基準」及び「ケア21グループコンプライアンスマニュアル」

で定め、コンプライアンスの重要性を周知徹底するとともに、反社会的勢力への対応に関する相談窓口を

「Ｃ＆Ｅ支援部」と定めて、平素から警察並びにその外郭団体、顧問弁護士等の外部専門機関との緊密な連

携関係を構築して、反社会的勢力に関する情報の共有化と収集した情報の一元的な管理を行い、当該勢力と

の関係をもたないための対応を組織的に行っております。

ロ リスク管理体制の整備の状況

常勤監査役及び経営幹部が出席する「いい会社創造仕組会議」を開催し、経営上の重要な事項に関する迅速

な決定を行うとともに経営の健全性や透明性を高めております。また、弁護士法人と顧問契約を締結し、法令、

諸規則上の判断が必要なとき随時確認するなど、経営の細部にわたりリーガルチェックを受けております。

ハ 業務の適正を確保するための体制の運用の状況

(ⅰ) 取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

ケア21グループにおいては、各社毎月開催される定時取締役会において法令遵守を確認するとともに、コ

ンプライアンスの徹底を図っております。

(ⅱ) 損失の危険の管理に関する規程その他の体制

当連結会計年度においては、損失の危険に該当する事態は発生いたしませんでしたが、上記の「業務の適

正を確保するための体制」に基づき、リスク管理を行っております。

(ⅲ) 監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

当事業年度においては、上記の「業務の適正を確保するための体制」及び期初に設定した監査計画に基づ

き、定期的に開催される監査役会において監査を実施しております。

④ 関連当事者との関係に関する基本方針

当社の関連当事者との取引に関する基本的な考え方は、業務上の必要性に応じ、他の取引先と同等の取引条件

によることとしております。

⑤ 取締役の定数について

当社の取締役は、10名以内とする旨を定款で定めております。

⑥ 取締役選任の決議要件

当社は、株主総会における取締役の選任決議は、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上

を有する株主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨を定款に定めております。また取締役の選任決議は、

累積投票によらない旨を定款に定めております。
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⑦ 取締役会で決議できる株主総会決議事項

イ 自己株式の取得

当社は自己株式の取得について、機動的な資本政策の遂行を可能とするため、会社法第165条第２項の規定に

より、取締役会の決議によって、市場取引等により自己株式を取得することができる旨を定款に定めておりま

す。

ロ 中間配当

当社は、株主に機動的な利益還元を可能とするため、取締役会の決議によって、毎年４月30日を基準日とし

て、株主又は登録株式質権者に中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

ハ 取締役及び監査役の責任免除

当社は、取締役(取締役であった者を含む)及び監査役(監査役であった者を含む)がその職務遂行にあたり、

期待される役割を充分に発揮できるよう、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議によって、会社

法第423条第１項の賠償責任を法令の限度において免除することができる旨を定款に定めております。

⑧ 株主総会の特別決議要件

当社は、株主総会の円滑な運営を行うため、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、

議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上

をもって行う旨を定款に定めております。
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(2) 【役員の状況】

① 役員一覧

男性9名 女性0名 (役員のうち、女性の比率0％)

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

代表取締役
会長

依 田 平 1952年11月22日生

1976年４月 株式会社ぎょうせい 入社

1984年10月 有限会社エポアンドエディ 代表取締役社長

1993年11月 株式会社ヨダゼミイースト(現当社)

代表取締役社長

1997年４月 学校法人未来学園 理事長(現任)

1998年４月 学校法人依田学園(現学校法人新和学園)

理事長

2003年４月 社会福祉法人気づき福祉会 理事長

2004年12月 株式会社ＥＥ21 取締役

2006年５月 株式会社サポート21 代表取締役社長

2011年11月 株式会社浅科依田 代表取締役社長(現任)

2012年２月 株式会社ＥＥ21 代表取締役会長

2014年10月 株式会社ケア21メディカル 代表取締役社長

2014年10月 株式会社美味しい料理 代表取締役会長

2015年５月 株式会社ニューケアネット 取締役(現任)

2015年11月 株式会社たのしい職場 代表取締役社長

2016年５月 日本医療介護事業協同組合 理事(現任)

2020年１月 株式会社ケア21メディカル 代表取締役会長

2020年１月 株式会社たのしい職場 代表取締役会長

2020年６月 当社 代表取締役会長(現任)

2020年６月 ニューロンネットワーク株式会社

取締役(現任)

(注)３ 451,500

代表取締役
社長

依 田 雅 1978年２月４日生

2003年４月 学校法人未来学園 入職

2005年４月 同法人 常務理事(現任)

2005年４月 株式会社ＥＥ21 取締役

2005年10月 同社 代表取締役社長(現任)

2009年３月 社会福祉法人気づき福祉会 理事

2010年３月 同法人 理事長(現任)

2012年４月 当社 入社

2012年５月 株式会社ケア・ウィル(現株式会社未来ケアカレ

ッジ)

代表取締役社長(現任)

2013年11月 当社 経営企画室長

2014年１月 当社 取締役

2014年10月 株式会社ケア21メディカル 取締役

2014年10月 株式会社美味しい料理 取締役

2015年３月 有限会社まごの手サービス(現株式会社ケア21不

動産) 取締役

2015年11月 株式会社たのしい職場 取締役

2016年１月 株式会社ケア21メディカル 代表取締役社長

2016年５月 日本医療介護事業協同組合 代表理事(現任)

2016年10月 株式会社美味しい料理 代表取締役社長

2017年３月 当社 常務取締役

2017年７月 株式会社セッツカンパニー

代表取締役社長(現任)

2017年11月 当社 福祉事業本部長

2017年12月 株式会社ナースセントラル 代表取締役社長

2018年１月 当社 取締役副社長

2020年１月 株式会社美味しい料理 取締役社長

2020年１月 株式会社ケア21メディカル 取締役(現任)

2020年１月 凱楽易生(無錫)養老服務有限公司

執行董事兼総経理

2020年４月 モダンケアテクノロジー株式会社

取締役(現任)

2020年６月 当社 代表取締役社長(現任)

2020年10月 CARE21 VIETNAM COMPANY LIMITED

General Director(現任)

2020年11月 当社 事業戦略本部長

2021年10月 株式会社ケア21不動産 代表取締役社長(現任)

2022年１月 株式会社美味しい料理 代表取締役社長(現任)

(注)４ 1,267,100

　



― 38 ―

役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常務取締役
業務統括
本部長

和 久 定 信 1962年３月26日生

1988年４月 松下電工株式会社(現パナソニック株式会社)

入社

1998年６月 松下電工エイジフリーサービス株式会社

代表取締役社長

2014年４月 パナソニック株式会社 エイジフリービジネス

ユニット長兼パナソニックエイジフリーサービ

ス株式会社 代表取締役社長

2016年４月 パナソニック株式会社 エイジフリービジネス

ユニット長兼パナソニックエイジフリー株式会

社 代表取締役社長

2017年９月 当社 入社

2017年11月 当社 福祉事業本部 福祉・新規事業部長

2018年１月 当社 取締役

2018年１月 株式会社まごの手サービス(現株式会社ケア21不

動産) 取締役(現任)

2019年１月 当社 常務取締役(現任)

2020年１月 当社 業務統括本部長(現任)

2020年１月 株式会社ＥＥ21 取締役(現任)

2020年２月 株式会社美味しい料理 取締役(現任)

2022年１月 株式会社ケア21メディカル 取締役(現任)

(注)４ 5,500

取締役 深 貝 亨 1953年８月１日生

1985年６月 行政書士登録(現任)

2002年12月 学校法人日高優駿学園 理事長

2003年５月 北海道行政書士会 会長

2005年６月 日本行政書士会連合会 理事 運輸交通部長

2006年１月 当社 取締役(現任)

2007年６月 日本行政書士会連合会 副会長

2007年12月 P・R・O行政書士法人 代表社員(現任)

2009年６月 日本行政書士会連合会 相談役

2010年６月 北海道政策評価委員会 委員

2012年８月 株式会社法務ネット事業承継センター

代表取締役(現任)

2014年７月 有限会社小林ビル管理 代表取締役(現任)

2015年５月 北海道行政書士会 相談役

2016年８月 学校法人優駿学園 理事長

2020年１月 株式会社スクラム 取締役(現任)

2021年11月 株式会社アストール 代表取締役(現任)

(注)３ ―

取締役 石 田 行 司 1965年７月11日生

1989年４月 エーザイ株式会社 入社

2002年４月 ニューロン薬局 開局

2003年８月 ニューロンネットワーク株式会社

代表取締役社長(現任)

2005年９月 株式会社ブレイン 代表取締役社長

2009年３月 ライフリンク株式会社 代表取締役会長

2011年４月 りんくう出島株式会社 代表取締役社長(現任)

2015年４月 摂津市薬剤師会 会長(現任)

2015年５月 株式会社ニューケアネット 代表取締役社長

2016年４月 関西経済同友会 医療都市検討委員会 副委員

長

2020年１月 当社 取締役(現任)

2020年11月 ハーモニーワールド株式会社

代表取締役社長(現任)

(注)４ ―

取締役 北 浦 一 郎 1960年８月８日生

1984年４月 シャランベルジャー・オーバーシー 入社

1999年４月 弁護士登録

宮﨑綜合法律事務所 入所

2002年４月 弁護士法人宮﨑綜合法律事務所設立 社員弁護

士・パートナー

2007年４月 弁護士法人トラスト＆サービス設立 代表社員

弁護士(現任)

2022年１月 当社 取締役(現任)

(注)４ ―
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役職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数

(株)

常勤監査役 遠 藤 昭 夫 1952年１月12日生

1974年４月 近畿日本ツーリスト株式会社(現KNT-CTホールデ

ィングス株式会社) 入社

2009年３月 同社 取締役

2011年１月 同社 常務取締役

2013年１月 同社 顧問

2014年２月 当社 入社

2014年５月 当社 経理部長

2014年10月 株式会社ケア21メディカル 監査役(現任)

2014年10月 株式会社美味しい料理 監査役(現任)

2014年12月 株式会社ＥＥ21 監査役(現任)

2015年１月 当社 取締役

2015年３月 有限会社まごの手サービス(現株式会社ケア21不

動産) 監査役

2015年11月 株式会社たのしい職場 監査役

2017年３月 当社 常務取締役

2017年６月 株式会社かがやく学び舎 代表取締役社長

2017年11月 当社 業務統括本部長

2019年１月 当社 専務取締役

2019年11月 凱楽易生(無錫)養老服務有限公司

監事(現任)

2020年１月 当社 監査役(現任)

(注)６ 750

監査役 深 井 和 巳 1952年５月14日生

1977年３月 監査法人中央会計事務所 入所

1980年３月 公認会計士登録(現任)

2007年７月 京都監査法人(現ＰｗＣ京都監査法人) 入所

パートナー

2013年６月 日本公認会計士協会京滋会 会長

2013年７月 日本公認会計士協会 理事

2015年７月 深井公認会計士事務所 代表(現任)

2020年１月 当社 監査役(現任)

(注)６ ―

監査役 奥 田 隆 司 1959年６月７日生

1983年４月 株式会社大和銀行(現株式会社りそな銀行)

入社

2004年４月 同行 京阪京橋支店長

2007年４月 同行兼株式会社りなそホールディングス

オペレーション改革部部長

2009年４月 株式会社りそな銀行 年金信託部部長

2014年６月 日本トラスティ・サービス信託銀行(現株式会社

日本カストディ銀行) 常務取締役

2019年１月 デイアンドアイ情報システム株式会社(現りそな

デジタル・アイ株式会社) 取締役副社長

2022年１月 当社 監査役(現任)

2022年３月 りそなデジタル・アイ株式会社 顧問

2022年６月 株式会社大倉 常勤監査役(現任)

(注)５ ―

計 1,724,850

　
(注) １ 取締役深貝亨、石田行司及び北浦一郎は、社外取締役であります。

２ 監査役深井和巳及び奥田隆司は、社外監査役であります。

３ 取締役依田平及び深貝亨の任期は、2022年10月期に係る定時株主総会終結の時から2024年10月期に係る定時

株主総会終結の時までであります。

４ 取締役依田雅、和久定信、石田行司及び北浦一郎の任期は、2021年10月期に係る定時株主総会終結の時から

2023年10月期に係る定時株主総会終結の時までであります。

５ 監査役奥田隆司の任期は、2021年10月期に係る定時株主総会終結の時から2025年10月期に係る定時株主総会
終結の時までであります。

６ 監査役遠藤昭夫及び深井和巳の任期は、2019年10月期に係る定時株主総会終結の時から2023年10月期に係る

定時株主総会終結の時までであります。

７ 代表取締役社長依田雅は、代表取締役会長依田平の長男であります。
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② 社外役員の状況

当社の社外取締役は３名、社外監査役は２名であります。

また、社外監査役である深井和巳は、過去において当社の会計監査人である京都監査法人(現ＰｗＣ京都監査法

人)で当社の監査業務を担当しておりましたが、2015年６月付けで同法人を退職し、５年以上経過しており、独立

性に問題はないものと判断しております。同じく社外監査役である奥田隆司は、株式会社りそな銀行の出身者で

あります。同行は主要な取引銀行でありますが、取引の状況等から、利益相反の生じるおそれはないものと判断

しております。

その他の社外取締役については人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係はありません。

なお、社外取締役である深貝亨及び北浦一郎は、有価証券上場規程施行規則等に規定される独立役員としての

資格を有していることから、独立役員に指定しております。また、社外取締役及び社外監査役を選任するための

当社からの独立性に関する基準又は方針は定めておりませんが、その選任に際しては、経歴や当社との関係を踏

まえて一般株主と利益相反を生じるおそれがなく、当社経営陣から独立した立場で社外役員としての職務を遂行

できることを条件に、個別に判断しております。

③ 社外取締役又は社外監査役による監督又は監査と内部監査、監査役監査及び会計監査との相互連携並びに内部統

制部門との関係

社外取締役及び社外監査役は、取締役会の議案等に対して、監督又は監査の視点から適宜発言を行っていま

す。また、定期的、及び随時に、常勤監査役、内部監査室、及び会計監査人との間でミーティングを行い、情報

の共有、及び意見交換が図られています。

内部統制システムに関し、取締役会及び監査役会は、担当事務局より、内部統制構築・運用状況の報告を適宜

受けるほか、従来、監査役、内部監査室、会計監査人が一緒に事業所に帯同訪問し、運用状況の確認を年数回実

施することで、お互いの連携を強化してまいりましたが、新型コロナウイルス感染症の感染状況を鑑みて、当事

業年度についても、前事業年度と同様に、事業所への訪問を自粛する代わりにオンライン会議システムを活用す

る等して、連携の維持に努めております。
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(3) 【監査の状況】

① 監査役監査の状況

イ 監査役監査の組織、人員、及び手続

当社は、監査役会制度を採用し、監査役会は監査役３名で構成されており、うち、１名が常勤監査役であり

ます。監査役には、財務及び会計に関する相当程度の知見を有する者で、一般株主と利益が相反するような事

情のない者を選任しております。なお、監査役深井和巳は公認会計士の資格を有しております。

ロ 監査役及び監査役会の活動状況

監査役会は、取締役会後に毎月開催される他、必要に応じて随時開催されます。

当事業年度は合計18回開催しており、個々の監査役の出席状況については次のとおりです。

区分 氏名 監査役会出席状況(出席率)

常勤監査役 遠藤 昭夫 全18回中18回(100％)

非常勤監査役(社外監査役) 深井 和巳 全18回中17回(94.4％)

非常勤監査役(社外監査役) 奥田 隆司 全13回中13回(100％)

(注) 当事業年度における在任期間中の開催日数に基づいております。

ハ 当事業年度における監査役及び監査役会の活動状況

当社の監査役会及び監査役は、取締役会をはじめ重要会議に出席し、必要に応じて意見を述べるとともに、

重要な書類等の閲覧、個別事業所等の往査を行うなど、取締役会及び取締役の独善的な経営の弊害を防止し、

その監視機能を発揮しております。また、内部監査人や会計監査人とも連携を密にして、経営執行部から独立

した立場で経営監視を行っております。

また、当事業年度における監査役会の主要な検討事項他は以下の通りです。

・年度の監査方針、監査業務の役割分担、及び監査実施計画の決定

・会計監査人の評価及び再任・不再任の決定

・会計監査人に対する監査報酬の適切性判断及び同意

・コーポレート・ガバナンス体制、リスク管理体制、及び内部統制体制の整備・運用状況の監視・確認

・稟議決裁及び取締役会決議事項等の確認

・取締役会による業務執行及び監督機能の監査

・内部監査部門とのミーティング(事業所往査結果に関する意見交換会の実施他)

・法定人員の充足状況確認(関係する会議への出席、事業所往査時の確認他)

ニ 常勤監査役の活動状況

常勤監査役は、年間の監査実施計画を踏まえて、当社及び関係会社の取締役と意思疎通及び情報交換に努め

るとともに、いい会社創造仕組会議を始めとする重要会議への出席や重要な決裁書類の閲覧などにより情報収

集に努め、これらの情報を監査役会にて共有しております。また、内部監査部門や会計監査人との緊密な連携

を心掛け、定期的に意見及び情報の交換を行うことにより、実効性ある監査体制の構築に努めております。

② 内部監査の状況

当社の内部監査については、内部監査室(人員６名)が計画的に業務監査・内部統制評価を実施し、法令及び社

内規程・基準に基づく適正な業務運営がなされているか精査しております。これらの結果は代表取締役、担当役

員(部長)、監査役会に報告しております。

また、内部監査室は、監査役、会計監査人との間で、各々の監査計画や監査状況等の情報共有や、事業所同行

往査の実施等により、連携を強化し、監査の効率化、有効化を図っております。
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③ 会計監査の状況

イ 監査法人の名称

ＰｗＣ京都監査法人

ロ 継続監査期間

2001年10月期以降の22年間

ハ 業務を執行した公認会計士

指定社員業務執行社員 高田佳和

指定社員業務執行社員 野村尊博

ニ 監査業務に係る補助者の構成

公認会計士 ２人、その他 10人

ホ 監査法人の選定方針と理由

会計監査人の選定につきましては、公益社団法人日本監査役協会が公表している「会計監査人の評価及び選

定基準策定に関する監査役等の実務指針」に準拠し、監査役会が制定した指針に基づき、会計監査人の監査活

動の適切性、妥当性はじめ会計監査人の組織及び体制、監査の遂行状況及び品質管理、独立性等を総合的に勘

案し、選定を行っております。監査役及び監査役会はＰｗＣ京都監査法人の評価を行い、過年度の職務執行状

況も考慮した結果、当社の会計監査人として適正であると判断し、同法人を選定しております。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる場合には、

監査役全員の同意に基づき、監査役会が会計監査人を解任致します。また、上記の場合のほか、会計監査人の

適格性及び独立性を害する事由等の発生により、適正な監査の遂行が困難であると認められた場合、監査役会

は、株主総会に提出する会計監査人の解任又は不再任に関する議案の内容を決定致し、取締役会は、当該決定

に基づき、当該議案を株主総会に提出致します。

ヘ 監査役及び監査役会による会計監査人の評価

監査役及び監査役会は、上述の会計監査人の選定方針に掲げた基準に対する適否のほか、日頃の監査活動を

通じ、経営者、監査役、内部監査室、経理部門等とのコミュニケーション、グループ全体の監査、不正リスク

への対応等が適切に行われているかどうかなど、監査業務の全般にわたり確認を行い、ＰｗＣ京都監査法人は

会計監査人として適格であると判断しております。

④ 監査報酬の内容等

イ 監査公認会計士等に対する報酬

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に

基づく報酬(千円)

非監査業務に

基づく報酬(千円)

監査証明業務に

基づく報酬(千円)

非監査業務に

基づく報酬(千円)

提出会社 33,000 ― 33,000 ―

連結子会社 ― ― ― ―

計 33,000 ― 33,000 ―

ロ 監査公認会計士等と同一のネットワークに属する組織に対する報酬(イを除く。)

該当事項はありません。

ハ その他重要な監査証明業務に基づく報酬の内容

該当事項はありません。

ニ 監査報酬の決定方針

監査法人の監査方針、監査内容、監査日数及び時間数、監査業務に携わる人数、並びに他社の監査報酬の状

況等を勘案して決定しております。

ホ 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

当社の監査役会は、取締役や会計監査人から必要な資料の提供及び説明を受けた上で、会計監査人の監査計

画の適切性を検証するとともに、監査報酬の動向を勘案し監査報酬額の妥当性について検討した結果、問題が

ないと判断したためであります。
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(4) 【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項

当社は、経営理念を実現し、企業使命を果たし得る優秀な経営人財を確保・維持し、長期的な成長を動機づけ

ること、また、透明性・公正性及び合理性を備え、適切なプロセスを経て決定することを基本方針に、各取締役

の役位・職責等に応じた報酬等の額とすることを決定方針としており、取締役会で決議しております。

各取締役に支給する基本報酬については、手続きの公正性と透明性を確保するため、取締役会決議に基づき、

代表取締役のうち、１名及び社外取締役のうち、２名を構成員とする報酬審議委員会に基本報酬の具体的内容の

決定を委任しております。報酬審議委員会では、株主総会で決議された限度額を上限に、上記基本方針及び決定

方針に基づき、客観的視点から報酬額が決定されており、取締役会は、当事業年度の報酬等の額が決定方針に沿

うものであると判断しております。なお、報酬審議委員会の構成は以下のとおりであります。

委員長 社外取締役深貝亨(独立役員)

委 員 社外取締役石田行司、代表取締役会長依田平

また、非金銭的報酬として、社外取締役を除く取締役に対して、株主総会で決議された範囲内で譲渡制限付株

式を付与しており、付与数は基本報酬の割合に応じて決定しております。譲渡制限期間は３年間とし、対象取締

役が、譲渡制限期間を満了前に取締役を退任した場合には、取締役会が正当と認める理由がある場合を除き、付

与した株式を当社が無償で取得できることとしております。2022年３月15日に３人の取締役に総額11,805千円が

支給されております。

監査役の報酬額については、報酬審議委員会の審議結果を参考としながら、会社法第387条２項の規定に基づ

き、監査役会にて各監査役の報酬額を決定しております。

② 提出会社の役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数

役員区分
報酬等の総額

(千円)

報酬等の種類別の総額(千円) 対象となる

役員の員数

(名)
固定報酬

譲渡制限付

株式報酬
賞与 退職慰労金

取締役(社外取締役を除く。) 182,899 173,415 9,484 ― ― 3

監査役(社外監査役を除く。) 15,030 15,030 ― ― ― 2

社外役員 14,730 14,730 ― ― ― 7

(注) １ 取締役の報酬等の額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

２ 譲渡制限付株式報酬の額は、当事業年度に会計上計上した費用の額を記載しております。

③ 提出会社の役員ごとの連結報酬等の総額等

連結報酬等の総額が１億円以上である者が存在しないため、記載を省略しております。

④ 使用人兼務役員の使用人給与のうち、重要なもの

該当事項はありません。

(5) 【株式の保有状況】

① 投資株式の区分の基準及び考え方

当社は、保有目的が純投資目的である投資株式と純投資目的以外の目的である投資株式の区分について、専ら

株式の価値の変動又は配当の受領によって利益を得ることを目的として保有する株式を純投資目的である投資株

式、それ以外の株式を純投資目的以外の目的である投資株式(政策保有株式)に区分しております。

② 保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式

該当事項はありません。

③ 保有目的が純投資目的である投資株式

区分

当事業年度 前事業年度

銘柄数

(銘柄)

貸借対照表計上額

の合計額(千円)

銘柄数

(銘柄)

貸借対照表計上額

の合計額(千円)

非上場株式 ― ― ― ―

非上場株式以外の株式 1 3,762,000 1 4,862,000

区分

当事業年度

受取配当金の

合計額(千円)

売却損益の

合計額(千円)

評価損益の

合計額(千円)

非上場株式 ― ― ―

非上場株式以外の株式 11,550 ― ―
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第５ 【経理の状況】
１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号)

に基づいて作成しております。

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号 以下

「財務諸表等規則」という)に基づいて作成しております。

なお、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しておりま

す。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度(2021年11月１日から2022年10月31日ま

で)の連結財務諸表及び事業年度(2021年11月１日から2022年10月31日まで)の財務諸表について、ＰｗＣ京都監査法人

により監査を受けております。

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて

当社は、財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内容を

適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人財務会

計基準機構へ加入しております。
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１ 【連結財務諸表等】

(1) 【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年10月31日)

当連結会計年度
(2022年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,833,654 1,879,938

売掛金 5,005,050 5,327,139

商品 17,077 15,413

原材料及び貯蔵品 22,867 26,288

その他 1,933,987 2,428,756

貸倒引当金 △10,572 △5,321

流動資産合計 9,802,064 9,672,214

固定資産

有形固定資産

建物 2,807,581 3,383,883

減価償却累計額 △744,881 △858,777

建物（純額） 2,062,699 2,525,106

構築物 10,408 9,967

減価償却累計額 △5,302 △5,106

構築物（純額） 5,105 4,860

車両運搬具 67,254 74,550

減価償却累計額 △36,572 △46,387

車両運搬具（純額） 30,682 28,163

工具、器具及び備品 745,226 920,510

減価償却累計額 △417,755 △497,128

工具、器具及び備品（純額） 327,470 423,382

土地 111,375 111,375

リース資産 23,340,844 23,293,437

減価償却累計額 △6,869,565 △7,969,152

リース資産（純額） 16,471,279 15,324,285

建設仮勘定 157,657 189,235

有形固定資産合計 19,166,270 18,606,408

無形固定資産

ソフトウエア 103,308 325,131

のれん 65,757 92,830

その他 188,415 92,206

無形固定資産合計 357,480 510,168

投資その他の資産

投資有価証券 ※1,2 5,220,528 ※1,2 4,207,495

出資金 6,542 2,964

株主、役員又は従業員に対する長期貸付金 3,848 3,225

長期前払費用 527,276 640,070

差入保証金 2,472,908 2,701,908

繰延税金資産 44,545 35,276

貸倒引当金 △1,290 △1,290

投資その他の資産合計 8,274,361 7,589,650

固定資産合計 27,798,112 26,706,228

資産合計 37,600,176 36,378,442
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(単位：千円)

前連結会計年度
(2021年10月31日)

当連結会計年度
(2022年10月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 146,608 181,558

短期借入金 550,000 950,000

1年内返済予定の長期借入金 1,551,297 1,662,557

未払金 2,720,588 3,002,173

未払法人税等 331,084 83,284

前受金 1,463,052 1,377,258

預り金 288,045 95,822

賞与引当金 1,159,338 1,025,515

リース債務 1,013,649 1,046,498

その他 3,804 3,828

流動負債合計 9,227,469 9,428,496

固定負債

長期借入金 2,415,439 2,467,816

繰延税金負債 1,132,198 930,346

リース債務 17,434,137 16,387,639

資産除去債務 429,052 497,059

その他 187,731 191,495

固定負債合計 21,598,558 20,474,356

負債合計 30,826,028 29,902,853

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金 1,006,714 1,012,667

利益剰余金 2,987,647 3,378,627

自己株式 △514,561 △508,708

株主資本合計 3,579,801 3,982,586

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 3,181,429 2,461,479

為替換算調整勘定 4,594 19,788

その他の包括利益累計額合計 3,186,023 2,481,267

非支配株主持分 8,324 11,734

純資産合計 6,774,148 6,475,589

負債純資産合計 37,600,176 36,378,442
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② 【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

当連結会計年度
(自 2021年11月１日

　至 2022年10月31日)

売上高 36,361,002 38,398,128

売上原価 27,626,606 29,127,682

売上総利益 8,734,395 9,270,446

販売費及び一般管理費

広告宣伝費 443,972 630,030

貸倒引当金繰入額 △1,067 △4,732

役員報酬 206,760 222,375

給料及び手当 1,562,419 1,675,076

賞与引当金繰入額 213,090 184,456

株式報酬費用 22,026 18,543

福利厚生費 347,176 381,350

旅費及び交通費 574,498 626,663

通信費 268,323 312,747

水道光熱費 132,213 159,832

消耗品費 704,485 710,838

租税公課 589,013 685,224

減価償却費 204,508 271,987

のれん償却額 17,302 27,471

支払手数料 334,401 509,102

保険料 45,554 53,616

地代家賃 865,090 989,882

研修費 10,834 14,654

その他 686,847 693,492

販売費及び一般管理費合計 7,227,453 8,162,613

営業利益 1,506,942 1,107,833

営業外収益

受取利息 15,323 14,419

受取配当金 10,474 11,572

補助金収入 ※１ 796,582 ※１ 526,618

持分法による投資利益 ― 62,151

その他 62,748 68,662

営業外収益合計 885,128 683,423

営業外費用

支払利息 662,517 632,136

持分法による投資損失 1,886 ―

その他 49,837 1,608

営業外費用合計 714,241 633,745

経常利益 1,677,829 1,157,511
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

当連結会計年度
(自 2021年11月１日

　至 2022年10月31日)

特別利益

関係会社株式売却益 ― 890

固定資産売却益 ― 18

特別利益合計 ― 908

特別損失

固定資産除却損 ※２ 1,333 ※２ 680

減損損失 ※３ 208,162 ※３ 136,475

特別損失合計 209,496 137,155

税金等調整前当期純利益 1,468,332 1,021,265

法人税、住民税及び事業税 549,016 192,867

法人税等調整額 △19,590 193,097

法人税等合計 529,425 385,965

当期純利益 938,906 635,299

非支配株主に帰属する当期純利益 1,825 4,810

親会社株主に帰属する当期純利益 937,081 630,488
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【連結包括利益計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

当連結会計年度
(自 2021年11月１日

　至 2022年10月31日)

当期純利益 938,906 635,299

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 971,932 △719,950

為替換算調整勘定 3,311 15,194

その他の包括利益合計 ※１ 975,244 ※１ △704,755

包括利益 1,914,151 △69,455

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,912,325 △74,266

非支配株主に係る包括利益 1,825 4,810
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③ 【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 1,000,901 2,274,816 △520,447 2,855,270

会計方針の変更による

累積的影響額

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
100,000 1,000,901 2,274,816 △520,447 2,855,270

当期変動額

剰余金の配当 △224,250 △224,250

親会社株主に帰属する

当期純利益
937,081 937,081

自己株式の処分 5,813 5,886 11,700

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― 5,813 712,831 5,886 724,531

当期末残高 100,000 1,006,714 2,987,647 △514,561 3,579,801

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 2,209,496 1,282 2,210,778 8,298 5,074,347

会計方針の変更による

累積的影響額
―

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
2,209,496 1,282 2,210,778 8,298 5,074,347

当期変動額

剰余金の配当 △224,250

親会社株主に帰属する

当期純利益
937,081

自己株式の処分 11,700

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
971,932 3,311 975,244 25 975,269

当期変動額合計 971,932 3,311 975,244 25 1,699,800

当期末残高 3,181,429 4,594 3,186,023 8,324 6,774,148
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当連結会計年度(自 2021年11月１日 至 2022年10月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 100,000 1,006,714 2,987,647 △514,561 3,579,801

会計方針の変更による

累積的影響額
△10,664 △10,664

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
100,000 1,006,714 2,976,982 △514,561 3,569,136

当期変動額

剰余金の配当 △228,844 △228,844

親会社株主に帰属する

当期純利益
630,488 630,488

自己株式の処分 5,952 5,852 11,805

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― 5,952 401,644 5,852 413,449

当期末残高 100,000 1,012,667 3,378,627 △508,708 3,982,586

その他の包括利益累計額

非支配株主持分 純資産合計その他有価証券

評価差額金
為替換算調整勘定

その他の包括利益

累計額合計

当期首残高 3,181,429 4,594 3,186,023 8,324 6,774,148

会計方針の変更による

累積的影響額
△10,664

会計方針の変更を反映し

た当期首残高
3,181,429 4,594 3,186,023 8,324 6,763,483

当期変動額

剰余金の配当 △228,844

親会社株主に帰属する

当期純利益
630,488

自己株式の処分 11,805

株主資本以外の項目の

当期変動額(純額)
△719,950 15,194 △704,755 3,410 △701,344

当期変動額合計 △719,950 15,194 △704,755 3,410 △287,894

当期末残高 2,461,479 19,788 2,481,267 11,734 6,475,589
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④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

当連結会計年度
(自 2021年11月１日

　至 2022年10月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 1,468,332 1,021,265

減価償却費 1,382,773 1,442,910

のれん償却額 17,302 27,471

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2,450 △5,250

賞与引当金の増減額（△は減少） 246,227 △133,823

受取利息 △15,323 △14,419

受取配当金 △10,474 △11,572

持分法による投資損益（△は益） 1,886 △62,151

支払利息 662,517 632,136

関係会社株式売却損益（△は益） ― △890

固定資産売却損益（△は益） ― △18

固定資産除却損 1,333 680

減損損失 208,162 136,475

売上債権の増減額（△は増加） △259,347 △322,089

棚卸資産の増減額（△は増加） 2,047 △1,757

仕入債務の増減額（△は減少） △9,127 34,949

前払費用の増減額（△は増加） △54,798 △152,052

未払金の増減額（△は減少） 187,589 162,881

前受金の増減額（△は減少） △57,707 △85,794

預託金の増減額（△は増加） 52,177 74,705

その他 △97,471 △572,238

小計 3,723,649 2,171,418

利息及び配当金の受取額 10,910 11,918

利息の支払額 △659,854 △629,568

法人税等の支払額 △463,675 △440,667

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,611,029 1,113,100
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(単位：千円)
前連結会計年度

(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

当連結会計年度
(自 2021年11月１日

　至 2022年10月31日)

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △10,000 △10,000

定期預金の払戻による収入 10,000 10,000

有形固定資産の取得による支出 △1,031,610 △763,277

無形固定資産の取得による支出 △164,180 △165,704

関係会社株式の取得による支出 △50,000 △34,243

関係会社株式の売却による収入 ― 14,245

貸付けによる支出 △6,200 △3,000

貸付金の回収による収入 4,990 5,315

差入保証金の差入による支出 △61,262 △348,346

差入保証金の回収による収入 14,266 8,097

事業譲受による支出 ※２ △37,818 ※２ △71,484

その他 △49,052 △35,787

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,380,868 △1,394,187

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） ― 400,000

長期借入れによる収入 1,500,000 2,100,000

長期借入金の返済による支出 △1,627,136 △1,936,363

リース債務の返済による支出 △982,134 △1,013,649

配当金の支払額 △223,925 △228,518

非支配株主への配当金の支払額 △1,800 △1,400

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,334,996 △679,931

現金及び現金同等物に係る換算差額 2,950 4,863

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △101,884 △956,154

現金及び現金同等物の期首残高 2,925,538 2,823,654

非連結子会社との合併に伴う現金及び現金同等物の
増加額

― 2,438

現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 2,823,654 ※１ 1,869,938
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【注記事項】

(連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)

１ 連結の範囲に関する事項

(1) 連結子会社の数 12社

連結子会社の名称 株式会社サポート21

株式会社ＥＥ21及びその子会社１社

株式会社美味しい料理

株式会社ケア21メディカル

株式会社ケア21不動産

株式会社たのしい職場

株式会社ナースセントラル

凱楽易生(無錫)養老服務有限公司

モダンケアテクノロジー株式会社

株式会社ニューケアネット

CARE21 VIETNAM COMPANY LIMITED

(2) 非連結子会社

主要な非連結子会社の名称 株式会社凛

連結範囲から除いた理由 総資産、売上高、当期純損益(持分に見合う額)及び利益剰余金(持分に見合う額)等は、

いずれも連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２ 持分法適用に関する事項

持分法を適用した非連結子会社または関連会社の数 3社

持分法を適用した会社の名称 ニューロンネットワーク株式会社

合同会社KAMSSI

株式会社凛

(注) 合同会社KAMSSIは2021年12月１日付で合同会社ヘルスケアIPから商号変更しております。

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社の決算日が連結決算日と異なる会社は次のとおりであります。

会社名 決算日

凱楽易生(無錫)養老服務有限公司 12月31日

CARE21 VIETNAM COMPANY LIMITED 12月31日

連結財務諸表の作成に当たっては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を基礎としております。

４ 連結の範囲の変更に関する事項

該当事項はありません。

５ 持分法適用の範囲の変更に関する事項

当連結会計年度において、凱楽福(蘇州)健康養老有限公司に出資したこと、株式会社凛、有限会社シィノンの株式

を取得したことによりそれぞれ持分法適用の範囲に含めておりましたが、凱楽福(蘇州)健康養老有限公司は株式を売

却したこと、有限会社シィノンはケア21メディカルと合併したことにより持分法適用の範囲から除外しております。

６ 会計方針に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

② 棚卸資産

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)
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(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

① 有形固定資産(リース資産を除く。)

2007年３月31日以前に取得したものについては法人税法に規定する旧定額法、2007年４月１日以降に取得した

ものについては法人税法に規定する定額法を採用しております。

なお、主な資産耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～43年

工具、器具及び備品 ３～10年

② 無形固定資産(リース資産を除く。)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間(５年)に基づいております。また、定期

借地権については契約期間に基づいております。

③ 長期前払費用

定額法

④ リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

(3) 重要な引当金の計上基準

① 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権

については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

② 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額を計上しております。

(4) 重要な収益及び費用の計上基準

当社グループは、在宅系介護事業、施設系介護事業を主要な事業としており、その主な履行義務の内容は、介護

サービスやそれに付随する居室や食事等の提供を行う役務の提供を行うことであり、当該履行義務を充足する通常

の時点(収益を認識する通常の時点)は、当該役務の提供時点であると判断し、同時点で収益を認識しております。

施設系介護事業において受領している入居一時金については、平均入居期間で均等按分して収益認識を行っており

ます。

なお、履行義務の対価に変動対価は含まれず、顧客との契約に重要な金融要素は含まれておりません。

(5) のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の及ぶ期間(20年以内)にわたって均等償却を行っております。ただし、重要

性の乏しいものについては、発生時に一括費用処理をしております。

(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

連結キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に満期又は償

還期限の到来する短期投資からなっております。

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事項

記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。

(重要な会計上の見積り)

１ 事業拠点等の固定資産の減損

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

当連結会計年度の連結貸借対照表において、有形固定資産を18,606,408千円、無形固定資産を510,168千円、長期

前払費用を640,070千円計上しております。また、当連結会計年度の連結損益計算書において、固定資産の減損損失

136,475千円が計上されております。

(2) 連結財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

① 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出方法

固定資産に減損の兆候が存在する場合として、主に共通経費配賦後営業損益が２期連続で赤字の拠点が該当し、

これら事業拠点について、将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否を判定しております。なお、減損の要

否を判定する単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の資産又は資産グループのキャッシュ・イ

ンフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別される資産グループの最小単位

としております。

当連結会計年度末において、減損損失を認識すべきであると判定された固定資産については、帳簿価額を回収

可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価額は使用価値により測定し、

使用価値は将来キャッシュ・フローの割引現在価値として算定しております。
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② 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

事業拠点における割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会で承認された事業計画を基礎としてお

ります。

当該事業計画における主要な仮定は、ご利用者宅へ赴くサービスについては利用者数、当社施設内で提供する

サービスについては施設稼働率であります。また、新型コロナウイルス感染症の影響については、少なくとも翌

連結会計年度末までは継続するものと仮定しております。

③ 翌連結会計年度の連結財務諸表に与える影響

主要な仮定である利用者数及び施設稼働率は見積りの不確実性が高く、新型コロナウイルス感染状況の変化に

よる影響を含めた経営環境の変化等により、当該仮定に大幅な下振れが生じた場合、翌連結会計年度の連結財務

諸表に重要な影響を与える可能性があります。

２ 関連会社株式の評価

(1) 当連結会計年度の連結財務諸表に計上した金額

当連結会計年度の連結貸借対照表において、関連会社株式を445,495千円計上しております(投資有価証券に含

む)。

(2) 連結財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

関連会社株式については、持分法評価額をもって連結貸借対照表価額としております。当該株式等の評価損の認

識は関係会社の財政状態が悪化することにより、株式の実質価額が著しく低下した場合に実施しております。財政

状態の悪化は、原則として１株当たりの純資産額が当該株式を取得した時のそれと比較して50％以上低下した場合

としております。投資先の事業計画における主要な仮定は、見積りの不確実性が高く、関連会社株式等の評価に影

響を与える可能性があります。なお、新型コロナウイルス感染状況の変化による影響を含めた経営環境の変化等を

踏まえ、必要に応じて事業計画を見直しております。見直しが必要となった場合には、関連会社株式等の評価に影

響を与える可能性があります。なお、超過収益力を織り込んで取得した株式については、当該超過収益力が評価額

に含まれていることから、超過収益力が低下したと判断される場合には、当該低下に相当する額について評価損を

計上することとなります。

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下、「収益認識会計基準」という。)等

を当連結会計年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービ

スと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することといたしました。これにより、収益の認識について主

に以下の変更が生じております。

(1) 顧客への財又はサービスの提供における当社グループの役割が代理人に該当する取引

連結子会社の一部の取引について、従来は顧客から受け取る対価の総額を収益として認識しておりましたが、

顧客との約束が財又はサービスを他の当事者によって提供されるように手配する履行義務である場合には、代理

人取引として、顧客から受け取る額から仕入先に支払う額を控除した純額で収益を認識することとしておりま

す。

(2) 早期退職返金条項付き人財紹介売上

介護人財の紹介事業における人財紹介売上に付された早期退職返金条項について、返金すると見込まれるサー

ビスの対価に関し、従来、返金不要が確定した時点で収益を計上し、また、人財紹介売上のための人財を当社グ

ループ外から人財紹介により受け入れた場合には、返金不要が確定した時点で費用を計上する方針でおりました

が、変動対価に関する定めに従って、販売時に収益を計上せず返金負債とし、そのための人財を当社グループ外

から人財紹介により受け入れた場合には、受入時に費用を計上せず資産計上する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当連結会計年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当連結会計年度の

期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。これによる重要な影響はあ

りません。

また、収益認識会計基準第89-３項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度に係る「収益認識関係」

注記については記載しておりません。

なお、１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」という。)

等を当連結会計年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準

第10号 2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方

針を、将来にわたって適用することといたしました。これによる影響はありません。

(追加情報)

(譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分)

当社は、2022年２月21日開催の取締役会において決議いたしました譲渡制限付株式としての自己株式の処分につ

いて、2022年３月15日に払込手続きが完了いたしました。

当社取締役に対する特定譲渡制限付株式報酬としての自己株式処分

１ 処分の概要

(1)払込期日 2022年３月15日

(2)処分する株式の種類及び総数 当社普通株式15,000株

(3)処分価額 １株につき787円

(4)処分総額 11,805,000円

(5)割当予定先 取締役(社外取締役を除く。) ３名 15,000株

２ 処分の目的及び理由

当社は、2018年12月７日の取締役会で取締役(社外取締役を除きます。)(以下、「対象取締役」といいま

す。)の報酬と株式価値との連動性をより一層強めることにより、対象取締役に当社の企業価値の持続的な向上

を図るインセンティブを与えるとともに、対象取締役と株主の皆様との一層の価値共有を進めることを目的と

して導入いたしました譲渡制限付株式報酬制度に基づき、2022年２月21日開催の取締役会において、本自己株

式処分を決議いたしました。

(連結貸借対照表関係)

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次のとおりであります。

前連結会計年度

(2021年10月31日)

当連結会計年度

(2022年10月31日)

投資有価証券(株式) 358,528千円 445,495千円

※２ 投資有価証券の貸株

(前連結会計年度)

当社は、投資有価証券のうち、4,420,000千円については貸株に提供しております。

(当連結会計年度)

当社は、投資有価証券のうち、3,420,000千円については貸株に提供しております。
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(連結損益計算書関係)

※１ 補助金収入の内訳

前連結会計年度

(自 2020年11月１日

至 2021年10月31日)

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

障がい者等雇用調整金 8,829千円 10,074千円

保育所等整備費補助金 525,451千円 393,998千円

新型コロナウイルス感染症に係る給付金 205,021千円 66,866千円

キャリアアップ助成金 855千円 3,847千円

特定求職者雇用開発助成金 40,971千円 35,603千円

その他補助金 15,453千円 16,228千円

　 計 796,582千円 526,618千円

※２ 固定資産除却損の内訳

前連結会計年度

(自 2020年11月１日

至 2021年10月31日)

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

建物 1,333千円 553千円

工具、器具及び備品 0千円 127千円

構築物 ― 0千円

　 計 1,333千円 680千円

※３ 減損損失

前連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

前連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 金額

小規模多機能型

居宅介護

リース資産

工具、器具及び備品
兵庫県尼崎市

60,074千円

541千円

グループホーム

リース資産

建物

構築物

工具、器具及び備品

福岡県博多市他５拠点

69,710千円

5,654千円

142千円

616千円

デイサービス リース資産 大阪府大阪市 806千円

放課後等デイ

サービス

建物

工具、器具及び備品

長期前払費用

大阪府豊中市他２拠点

46,937千円

97千円

204千円

短期入所

建物

工具、器具及び備品

長期前払費用

兵庫県伊丹市他２拠点

14,029千円

775千円

2,262千円

訪問介護

建物

工具、器具及び備品

長期前払費用

京都府長岡京市

583千円

359千円

250千円

福祉用具
建物

工具、器具及び備品
大阪府堺市

987千円

133千円

教室

建物

工具、器具及び備品

長期前払費用

千葉県千葉市

3,621千円

209千円

163千円

当社グループは、資産のグルーピングを事業所及び管理会計上の事業別に行っており、遊休資産に

ついては個別資産ごとにグルーピングを行っております。

事業用資産のうち、収益性が低下した事業所について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値によって測定しており、将来キャッシュ・フロー

を年4.1％で割り引いて算定しております。
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当連結会計年度(自 2021年11月１日　至 2022年10月31日)

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上いたしました。

用途 種類 場所 金額

有料老人ホーム

建物

工具、器具及び備品

車両

長期前払費用

東京都中野区他２拠点

9,391千円

19,193千円

1,866千円

1,351千円

グループホーム

リース資産

建物

工具、器具及び備品

大阪府大阪市他３拠点

18,811千円

4,073千円

2,399千円

デイサービス

リース資産

建物

工具、器具及び備品

愛知県名古屋市他２拠点

28,199千円

315千円

1,788千円

放課後等デイ

サービス

建物

工具、器具及び備品

長期前払費用

大阪府大阪市他２拠点

17,585千円

1,249千円

167千円

学童

建物

工具、器具及び備品

車両

ソフトウエア

長期前払費用

大阪府大阪市

8,932千円

1,555千円

1,536千円

410千円

186千円

訪問介護

のれん

建物

工具、器具及び備品

長期前払費用

東京都世田谷区

16,033千円

1,220千円

198千円

9千円

当社グループは、資産のグルーピングを事業所及び管理会計上の事業別に行っており、遊休資産に

ついては個別資産ごとにグルーピングを行っております。

事業用資産のうち、収益性が低下した事業所について、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該

減少額を減損損失として特別損失に計上いたしました。

なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値によって測定しており、将来キャッシュ・フロー

を年3.9％で割り引いて算定しております。
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(連結包括利益計算書関係)

※１ その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

前連結会計年度

(自 2020年11月１日

至 2021年10月31日)

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

その他有価証券評価差額金：

　当期発生額 1,485,000千円 △1,100,000千円

　組替調整額 ―千円 ―千円

　税効果調整前 1,485,000千円 △1,100,000千円

　税効果額 △513,067千円 380,050千円

その他有価証券評価差額金 971,932千円 △719,950千円

為替換算調整勘定：

当期発生額 3,311千円 15,194千円

　 その他の包括利益合計 975,244千円 △704,755千円

(連結株主資本等変動計算書関係)

前連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 4,948,000 9,896,000 ― 14,844,000

(変動事由の概要)

普通株式の発行済株式数の増加9,896,000株は、株式分割による増加であります。

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 464,163 928,226 5,000 1,387,389

(変動事由の概要)

自己株式の株式数の増加は、株式分割による増加920,526株、及び譲渡制限付株式の無償取得による増加7,700株で

あります。また、減少は、譲渡制限付株式報酬付与に伴う自己株式処分による減少5,000株であります。

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2021年１月28日

定時株主総会
普通株式 156,934 35 2020年10月31日 2021年１月29日

2021年６月４日

取締役会
普通株式 67,316 15 2021年４月30日 2021年７月14日

(注) 2021年５月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っております。１株当たり配当額は、当該

株式分割前の金額を記載しています。

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2022年１月28日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 134,566 10 2021年10月31日 2022年１月31日
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当連結会計年度(自 2021年11月１日　至 2022年10月31日)

１ 発行済株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 14,844,000 ― ― 14,844,000

２ 自己株式に関する事項

株式の種類 当連結会計年度期首 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式(株) 1,387,389 4,800 15,000 1,377,189

(変動事由の概要)

自己株式の株式数の増加は、譲渡制限付株式の無償取得による増加4,800株であります。また、減少は、譲渡制限付

株式報酬付与に伴う自己株式処分による減少15,000株であります。

３ 新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

４ 配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2022年１月28日

定時株主総会
普通株式 134,566 10 2021年10月31日 2022年１月31日

2022年６月10日

取締役会
普通株式 94,278 7 2022年４月30日 2022年７月12日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額

(千円)

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2023年１月27日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 134,668 10 2022年10月31日 2023年１月30日

(連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

前連結会計年度

(自 2020年11月１日

至 2021年10月31日)

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

現金及び預金勘定 2,833,654千円 1,879,938千円

担保提供又は預入期間が３ヶ月を

超える定期預金
△10,000千円 △10,000千円

現金及び現金同等物 2,823,654千円 1,869,938千円
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※２ 現金及び現金同等物を対価とする事業譲受に係る資産及び負債の主な内訳

前連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

有限会社ロングツリーからの事業譲受に伴い、当社が譲り受けた資産及び負債の内容に事業の取得価額と事

業譲受による支出の関係は次のとおりであります。

のれん 26,000千円

事業譲受価格 26,000千円

現金及び現金同等物 ―千円

差引：事業譲受による支出 26,000千円

有限会社エターナルからの事業譲受に伴い、当社が譲り受けた資産及び負債の内容に事業の取得価額と事業

譲受による支出の関係は次のとおりであります。

のれん 11,818千円

事業譲受価格 11,818千円

現金及び現金同等物 ―千円

差引：事業譲受による支出 11,818千円

当連結会計年度(自 2021年11月１日　至 2022年10月31日)

当連結会計年度の６件の事業譲受に伴い、当社が譲り受けた資産及び負債の内容に事業の取得価額と事業譲

受による支出の関係は次のとおりであります。

固定資産 906千円

のれん 70,578千円

事業譲受価格 71,484千円

現金及び現金同等物 ―千円

差引：事業譲受による支出 71,484千円

(リース取引関係)

１ ファイナンス・リース取引

(借主側)

所有権移転外ファイナンス・リース取引

① リース資産の内容

・有形固定資産

主として、有料老人ホーム及びグループホームにおける建物であります。

② リース資産の減価償却の方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

オペレーティング・リース取引のうち、解約不能のものに係る未経過リース料

(単位：千円)

前連結会計年度

(2021年10月31日)

当連結会計年度

(2022年10月31日)

１年以内 1,574,569 1,599,649

１年超 19,092,559 17,517,989

合計 20,667,128 19,117,639
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(金融商品関係)

１ 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、主に介護サービス事業を行うための事業計画に照らして、資金運用については短期的な預金等

に限定し、資金調達については銀行等金融機関からの借入によっております。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

営業債権である売掛金は、大部分が介護保険制度等に基づく債権であり、相手先が保険者(市町村及び特別区)で

あるため、リスクは僅少であります。一方で個人負担額については、顧客の信用リスクに晒されております。

投資有価証券は主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。上場株式については、四半期

ごとに時価の把握を行っております。

差入保証金は、在宅系介護事業や施設系介護事業における賃借契約に伴うものであり、取引先企業等の財務状況

等に関する信用リスクに晒されております。

借入金の使途は運転資金(主として短期)及び設備投資資金(長期)であります。

リース債務は、施設系介護事業における建物に係るものであります。

借入金及びリース債務は、資金調達に係る流動性リスクに晒されております。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社の主要な営業債権、貸付金及び差入保証金について、経理課及び財務課において、取引相手ごとに期日及

び残高を管理するとともに、回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

連結子会社についても、同様の管理を行っております。

② 市場リスク(為替や金利等の変動リスク)の管理

投資有価証券については、定期的に時価や発行体(取引先企業)の財務状況等を把握しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク(支払期日に支払いを実行できなくなるリスク)の管理

当社グループでは、各部署からの報告に基づき、財務課が適時に資金繰り計画を作成・更新することにより、

流動性リスクを管理しております。
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２ 金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、現金及び預金、短期間

で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものについては、注記を省略しております。

前連結会計年度(2021年10月31日)

連結貸借対照表

計上額(千円)
時価(千円) 差額(千円)

資産

　投資有価証券

　 その他有価証券 4,862,000 4,862,000 ―

　差入保証金 2,472,908 2,541,732 68,823

負債

　長期借入金 3,966,736 3,967,594 858

　リース債務 18,447,787 19,367,512 919,724

当連結会計年度(2022年10月31日)

連結貸借対照表

計上額(千円)
時価(千円) 差額(千円)

資産

　投資有価証券

　 その他有価証券 3,762,000 3,762,000 ―

　差入保証金 2,701,908 2,723,125 21,217

負債

　長期借入金 4,130,373 4,123,315 △7,057

　リース債務 17,434,137 17,551,391 117,253

(注) １ 投資有価証券のうち、関連会社株式は市場価格がないことから、表中の「投資有価証券」に含めておらず、

その連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

(単位：千円)

区分 2021年10月31日 2022年10月31日

関連会社株式 358,528 445,495

(注) ２ 金銭債権の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度(2021年10月31日)

１年以内(千円)
１年超

５年以内(千円)

５年超

10年以内(千円)
10年超(千円)

差入保証金 108,774 441,585 767,755 1,154,793

当連結会計年度(2022年10月31日)

１年以内(千円)
１年超

５年以内(千円)

５年超

10年以内(千円)
10年超(千円)

差入保証金 112,138 447,909 822,240 1,319,619
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(注) ３ 長期借入金、リース債務、及びその他の有利子負債の連結決算日後の返済予定額

前連結会計年度(2021年10月31日)

１年以内

(千円)

１年超

２年以内

(千円)

２年超

３年以内

(千円)

３年超

４年以内

(千円)

４年超

５年以内

(千円)

５年超(千円)

長期借入金 1,551,297 1,242,485 732,860 414,976 25,118 ―

リース債務 1,013,649 1,046,498 1,080,750 1,099,107 1,080,249 13,127,531

当連結会計年度(2022年10月31日)

１年以内

(千円)

１年超

２年以内

(千円)

２年超

３年以内

(千円)

３年超

４年以内

(千円)

４年超

５年以内

(千円)

５年超(千円)

長期借入金 1,662,557 1,152,932 835,048 445,190 34,646 ―

リース債務 1,046,498 1,080,750 1,099,107 1,080,249 1,106,166 12,021,365

３ 金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いるインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。

レベル１の時価：活発な市場における同一の資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：資産又は負債について直接又は間接的に観察可能なインプットのうち、レベル１のインプット以

外のインプットにより算定した時価

レベル３の時価：資産又は負債について観察できないインプットにより算定した時価

なお、時価を算定するために異なるレベルに区分される複数のインプットを用いており、これらのインプットに、

時価の算定に重要な影響を与えるインプットが複数含まれる場合、これら重要な影響を与えるインプットが属するレ

ベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに当該時価を分類しております。

(1) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品

時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券 3,762,000 ― ― 3,762,000

合計 3,762,000 ― ― 3,762,000

(2) 時価で連結貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品

時価(千円)

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

差入保証金 ― 2,723,125 ― 2,723,125

資産合計 ― 2,723,125 ― 2,723,125

長期借入金 ― 4,123,315 ― 4,123,315

リース債務 ― 17,551,391 ― 17,551,391

負債合計 ― 21,674,706 ― 21,674,706

(注) 時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明

投資有価証券

投資有価証券は全て上場株式であり相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されて

いるため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

差入保証金

差入保証金の時価については、一定の期間ごとに分類し、そのキャッシュ・フローを新規契約を行った場合に

想定される利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類しております。

長期借入金(１年内返済予定含む)

長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて

算出する方法によっており、レベル２に分類しております。

リース債務(１年内返済予定含む)

リース債務の時価は、一定の期間ごとに分類し、そのキャッシュ・フローを新規契約を行った場合に想定され

る利率で割り引いた現在価値により算定しており、レベル２に分類しております。
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(有価証券関係)

１ その他有価証券

前連結会計年度(2021年10月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

　株式 4,862,000 1,145 4,860,854

合計 4,862,000 1,145 4,860,854

当連結会計年度(2022年10月31日)

区分
連結貸借対照表計上額

(千円)
取得原価(千円) 差額(千円)

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの

　株式 3,762,000 1,145 3,760,854

合計 3,762,000 1,145 3,760,854

(デリバティブ取引関係)

当社グループは、デリバティブ取引を利用していないため該当事項はありません。

(退職給付関係)

前連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、前払退職金制度を採用しております。

２ 前払退職金計上額

前払退職金制度による従業員に対する前払退職金100,802千円を計上しております。

当連結会計年度(自 2021年11月１日　至 2022年10月31日)

１ 採用している退職給付制度の概要

当社及び一部の連結子会社は、前払退職金制度を採用しております。

２ 前払退職金計上額

前払退職金制度による従業員に対する前払退職金106,433千円を計上しております。

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

前連結会計年度

(2021年10月31日)

当連結会計年度

(2022年10月31日)

　税務上の繰越欠損金 24,724千円 11,063千円

　貸倒引当金損金算入限度超過額 ―千円 4,804千円

　未払事業税 26,135千円 6,430千円

　賞与引当金 400,800千円 359,739千円

　有価証券評価損 14,416千円 14,416千円

　減損損失 415,098千円 404,558千円

　減価償却損金算入限度超過額 39,129千円 33,576千円

　資産除去債務 148,237千円 171,733千円

　前払退職金 12,662千円 12,287千円

　前受収益 69,761千円 72,836千円

　その他 132,341千円 139,398千円

　繰延税金資産小計 1,283,307千円 1,230,845千円

　評価性引当額(控除) △217,039千円 △238,622千円

繰延税金資産計 1,066,267千円 992,222千円

繰延税金負債との相殺 △1,021,722千円 △956,946千円

繰延税金資産の純額 44,545千円 35,276千円

繰延税金負債

前連結会計年度

(2021年10月31日)

当連結会計年度

(2022年10月31日)

　資産除去債務に対応する除去費用 89,694千円 100,246千円

　建物圧縮積立金 368,250千円 471,444千円

　工具器具圧縮積立金 16,550千円 14,848千円

　その他有価証券評価差額金 1,679,425千円 1,299,375千円

　その他 ―千円 1,378千円

　繰延税金負債小計 2,153,920千円 1,887,293千円

繰延税金負債計 2,153,920千円 1,887,293千円

繰延税金資産との相殺 △1,021,722千円 △956,946千円

繰延税金負債の純額 1,132,198千円 930,346千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前連結会計年度

(2021年10月31日)

当連結会計年度

(2022年10月31日)

法定実効税率

法定実効税率と税効果会計適

用後の法人税等の負担率との

間の差異が法定実効税率の

100分の５以下であるため注

記を省略しております。

34.6％

(調整)

永久差異 △0.1％

住民税均等割額 4.4％

所得拡大促進税制による税額控除 △1.3％

評価性引当額の増減 1.3％

連結子会社の適用税率差異 △0.2％

その他 △0.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 37.8％
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(資産除去債務関係)

資産除去債務のうち、連結貸借対照表に計上しているもの

(1) 当該資産除去債務の概要

本社、訪問介護事業所、介護施設、保育施設及び教室の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務等であります。

(2) 当該資産除去債務の金額の算定方法

使用見込期間を10年から30年と見積り、割引率には使用見込期間に対応した国債利率(0.0％から2.1％)を使用し

て資産除去債務の金額を計算しております。

(3) 当該資産除去債務の総額の増減

前連結会計年度

(自 2020年11月１日

　至 2021年10月31日)

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

　至 2022年10月31日)

期首残高 346,925千円 429,052千円

有形固定資産の取得に伴う増加額 79,326千円 64,846千円

時の経過による調整額 3,146千円 3,571千円

取崩額 △346千円 △411千円

期末残高 429,052千円 497,059千円

(賃貸等不動産関係)

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。

(収益認識関係)

１ 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当連結会計年度(自 2021年11月１日 至 2022年10月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

その他 合計
在宅系

介護事業

施設系

介護事業

売上高

　訪問介護 9,750,639 ― ― 9,750,639

　居宅介護支援 1,867,533 ― ― 1,867,533

　有料老人ホーム ― 11,653,498 ― 11,653,498

　グループホーム ― 7,526,039 ― 7,526,039

　その他 1,706,356 ― 5,569,567 7,275,924

顧客との契約から生じる収益 13,324,529 19,179,538 5,569,567 38,073,635

　その他の収益 171,921 124,207 28,364 324,493

外部顧客への売上高 13,496,451 19,303,745 5,597,931 38,398,128

２ 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 ６ 会計方針に関する事項 (4)重要な収益及び費用の計上基

準」に同一の内容を記載しているため、記載を省略しております。

３ 顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当連結会計年度末に

おいて存在する顧客との契約から翌連結会計年度以降に認識すると見込まれる収益の金額及び時期に関する情報

(1) 顧客との契約から生じた契約資産及び契約負債の残高等

当連結会計年度(千円)

顧客との契約から生じた債権(期首残高) 5,005,050

顧客との契約から生じた債権(期末残高) 5,281,026

契約負債(期首残高) 1,463,052

契約負債(期末残高) 1,377,258

契約負債は、主に有料老人ホームにおける入居者家賃・入居時一時金等の、顧客から受領

した前受金に関連するものであります。契約負債は、収益の認識に伴い取り崩されます。

当連結会計年度に認識された収益の額のうち、期首現在の契約負債残高に含まれていた額

は、588,400千円であります。
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(2) 残存履行義務に配分した取引価格

当連結会計年度(千円)

１年以内 645,092

１年超２年以内 315,332

２年超３年以内 218,655

３年超４年以内 138,226

４年超 59,951

合計 1,377,258

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

１ 報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営資源

の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、本社に事業戦略本部を置き、「在宅系介護事業」「施設系介護事業」における各取り扱いサービスについ

ての包括的な戦略を企画・立案し、事業活動を展開しております。従って、当社はこれらの事業形態を基礎とした

「在宅系介護事業」、「施設系介護事業」の２つを報告セグメントとしております。

「在宅系介護事業」は、訪問介護サービス、居宅介護支援サービス、通所介護サービスなどを提供しております。

「施設系介護事業」は、有料老人ホーム、グループホームを運営しております。

なお、事業の選択と集中、間接部門の合理化を目的とした組織変更を当連結会計年度に実施したことから、従来、

その他セグメントに区分していた事業の一部を調整額に含めるとともに、セグメント共通費用として各事業セグメン

トに配賦していた費用の一部を調整額に含めることといたしました。

また、会計方針の変更に記載のとおり、当連結会計年度の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関す

る会計処理方針を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、各事業セグメントの売上高及びセグメント利益に与える影響は軽微であります。

２ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表のための基本となる重要な事項」における記

載と同一であります。

報告セグメントの利益は、経常利益ベースの数値であります。セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格

に基づいております。
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３ 報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

連結財務諸

表計上額

(注)３
在宅系

介護事業

施設系

介護事業
計

売上高

外部顧客への売上高 12,338,419 18,740,407 31,078,827 5,282,174 36,361,002 ― 36,361,002

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― 2,709,300 2,709,300 △2,709,300 ―

計 12,338,419 18,740,407 31,078,827 7,991,475 39,070,302 △2,709,300 36,361,002

セグメント利益 2,028,120 1,058,129 3,086,250 910,247 3,996,497 △2,318,668 1,677,829

セグメント資産 2,637,206 23,056,592 25,693,799 4,922,697 30,616,496 6,983,680 37,600,176

その他の項目

減価償却費 27,812 1,156,553 1,184,365 126,420 1,310,785 71,987 1,382,773

　のれんの償却額 17,302 ― 17,302 ― 17,302 ― 17,302

　受取利息 ― ― ― 1,258 1,258 14,064 15,323

　支払利息 18,802 613,852 632,655 7,577 640,232 22,285 662,517

　減損損失 62,616 76,124 138,741 69,421 208,162 ― 208,162

　有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
51,741 115,371 167,112 874,795 1,041,907 242,024 1,283,931

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉用具の貸与・販売、住宅改

修、訪問看護サービス、医療サポート事業、軽作業請負、介護人財の教育事業、介護人財の紹介・派遣事業、

ダイニング事業、障がい者(児)通所支援、就労継続支援Ａ型事業、保育事業、不動産事業、ソフトウエア開

発事業、薬局に対するコンサルティング事業等の各事業を含んでおります。

２ 調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額△2,318,668千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額6,983,680千円は、主に報告セグメントに配分していない全社資産であります。

(3) 減価償却費の調整額71,987千円は、主に本社資産の減価償却費であります。

(4) 受取利息の調整額14,064千円は、主に報告セグメントに配分していない本社受取利息であります。

(5) 支払利息の調整額22,285千円は、主に報告セグメントに配分していない本社支払利息であります。

(6) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額242,024千円は、主に本社資産に係るものであります。

３ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

４ 減価償却費には、長期前払費用の償却費を含んでおります。
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当連結会計年度(自 2021年11月１日 至 2022年10月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他

(注)１
合計

調整額

(注)２

連結財務諸

表計上額

(注)３
在宅系

介護事業

施設系

介護事業
計

売上高

外部顧客への売上高 13,496,451 19,303,745 32,800,197 5,597,931 38,398,128 ― 38,398,128

セグメント間の内部

売上高又は振替高
― ― ― 2,890,362 2,890,362 △2,890,362 ―

計 13,496,451 19,303,745 32,800,197 8,488,294 41,288,491 △2,890,362 38,398,128

セグメント利益 2,457,308 724,335 3,181,643 879,878 4,061,521 △2,904,009 1,157,511

セグメント資産 2,861,352 22,187,741 25,049,094 5,994,902 31,043,996 5,334,446 36,378,442

その他の項目

減価償却費 29,296 1,164,667 1,193,964 145,110 1,339,075 103,835 1,442,910

　のれんの償却額 27,471 ― 27,471 ― 27,471 ― 27,471

　受取利息 ― ― ― 1,470 1,470 12,949 14,419

　支払利息 17,874 584,107 601,981 7,214 609,195 22,940 632,136

　減損損失 47,765 57,086 104,851 31,623 136,475 ― 136,475

　有形固定資産及び

無形固定資産の増加額
97,336 220,809 318,146 600,639 918,786 302,278 1,221,064

(注) １ 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、福祉用具の貸与・販売、住宅改

修、訪問看護サービス、医療サポート事業、軽作業請負、介護人財の教育事業、介護人財の紹介・派遣事業、

ダイニング事業、障がい者(児)通所支援、就労継続支援Ａ型事業、保育事業、不動産事業、ソフトウエア開

発事業、薬局に対するコンサルティング事業等の各事業を含んでおります。

２ 調整額は、以下のとおりです。

(1) セグメント利益の調整額△2,904,009千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用等であります。

全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない販売費及び一般管理費であります。

(2) セグメント資産の調整額5,334,446千円は、主に報告セグメントに配分していない全社資産であります。

(3) 減価償却費の調整額103,835千円は、主に本社資産の減価償却費であります。

(4) 受取利息の調整額12,949千円は、主に報告セグメントに配分していない本社受取利息であります。

(5) 支払利息の調整額22,940千円は、主に報告セグメントに配分していない本社支払利息であります。

(6) 有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額302,278千円は、主に本社資産に係るものであります。

３ セグメント利益は、連結損益計算書の経常利益と調整を行っております。

４ 減価償却費には、長期前払費用の償却費を含んでおります。
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【関連情報】

前連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

大阪府国民健康保険団体連合会 8,170,278 在宅系介護事業、施設系介護事業、その他

東京都国民健康保険団体連合会 4,868,528 在宅系介護事業、施設系介護事業、その他

当連結会計年度(自 2021年11月１日　至 2022年10月31日)

１ 製品及びサービスごとの情報

セグメント情報に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。

２ 地域ごとの情報

(1) 売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しております。

(2) 有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるため、記載を省

略しております。

３ 主要な顧客ごとの情報

(単位：千円)

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

大阪府国民健康保険団体連合会 8,574,513 在宅系介護事業、施設系介護事業、その他

東京都国民健康保険団体連合会 5,115,384 在宅系介護事業、施設系介護事業、その他
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他

(注)
全社・消去 合計

在宅系介護事業 施設系介護事業 計

減損損失 62,616 76,124 138,741 69,421 ― 208,162

(注)「その他」の金額は、介護人財の教育事業及び介護人財の紹介・派遣事業、福祉用具の貸与・販売事業、並びに

障がい児通所支援事業に係るものであります。

当連結会計年度(自 2021年11月１日　至 2022年10月31日)

(単位：千円)

報告セグメント
その他

(注)
全社・消去 合計

在宅系介護事業 施設系介護事業 計

減損損失 47,765 57,086 104,851 31,623 ― 136,475

(注)「その他」の金額は、介護人財の教育事業及び介護人財の紹介・派遣事業、福祉用具の貸与・販売事業、並びに

障がい児通所支援事業に係るものであります。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

在宅系介護事業 施設系介護事業 計

当期償却額 17,302 ― 17,302 ― ― 17,302

当期末残高 65,757 ― 65,757 ― ― 65,757

当連結会計年度(自 2021年11月１日　至 2022年10月31日)

(単位：千円)

報告セグメント

その他 全社・消去 合計

在宅系介護事業 施設系介護事業 計

当期償却額 27,471 ― 27,471 ― ― 27,471

当期末残高 92,830 ― 92,830 ― ― 92,830

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2021年11月１日　至 2022年10月31日)

該当事項はありません。
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【関連当事者情報】

１．関連当事者との取引

(1) 連結財務諸表提出会社と関連当事者との取引

連結財務諸表提出会社の役員及び主要株主(個人の場合に限る。)等

前連結会計年度(自 2020年11月１日　至 2021年10月31日)

該当事項はありません。

当連結会計年度(自 2021年11月１日　至 2022年10月31日)

該当事項はありません。

(2) 連結財務諸表提出会社の連結子会社と関連当事者との取引

該当事項はありません。

２．親会社又は重要な関連会社に関する注記

該当事項はありません。

(１株当たり情報)

前連結会計年度

(自 2020年11月１日

至 2021年10月31日)

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

１株当たり純資産額 502円79銭 479円98銭

１株当たり当期純利益 69円63銭 46円83銭

(注) １ 潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 「第５ 経理の状況 １ 連結財務諸表等 (1)連結財務諸表 注記事項(会計方針の変更)」に記載のとお

り、当連結会計年度の期首より収益認識会計基準等を適用し、当該会計基準第84項ただし書きに定める経過

的な取り扱いに従っております。当連結会計年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益に与える

影響は軽微であります。

３ 当社は、2021年５月１日付で普通株式１株につき３株の割合で株式分割を行っておりますが、前連結会計年

度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定してお

ります。

４ １株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目

前連結会計年度

(自 2020年11月１日

至 2021年10月31日)

当連結会計年度

(自 2021年11月１日

　至 2022年10月31日)

　親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 937,081 630,488

　普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

　普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益(千円) 937,081 630,488

普通株式の期中平均株式数(株) 13,457,156 13,463,426

　５ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前連結会計年度

(2021年10月31日)

当連結会計年度

(2022年10月31日)

純資産の部の合計額(千円) 6,774,148 6,475,589

純資産の部の合計額から控除する金額(千円) 8,324 11,734

(うち、非支配株主持分(千円)) (8,324) (11,734)

普通株式に係る期末の純資産額(千円) 6,765,824 6,463,854

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普通株式の数(株) 13,456,611 13,466,811

　



― 75 ―

⑤ 【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

区分
当期首残高

(千円)

当期末残高

(千円)

平均利率

(％)
返済期限

短期借入金 550,000 950,000 0.4 ―

１年以内に返済予定の長期借入金 1,551,297 1,662,557 0.4 ―

１年以内に返済予定のリース債務 1,013,649 1,046,498 3.3 ―

長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く。) 2,415,439 2,467,816 0.4
2023年11月～

2026年11月

リース債務(１年以内に返済予定のものを除く。) 17,434,137 16,387,639 3.1
2023年11月～

2044年９月

合計 22,964,523 22,514,510 ― ―

(注) １ 「平均利率」については、借入金等の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。

２ 長期借入金及びリース債務(１年以内に返済予定のものを除く。)の連結決算日後５年内における１年ご

との返済予定額の総額

区分
１年超２年以内

(千円)

２年超３年以内

(千円)

３年超４年以内

(千円)

４年超５年以内

(千円)

長期借入金 1,152,932 835,048 445,190 34,646

リース債務 1,080,750 1,099,107 1,080,249 1,106,166

【資産除去債務明細表】

区分
当期首残高

(千円)

当期増加額

(千円)

当期減少額

(千円)

当期末残高

(千円)

不動産賃貸借契約に

伴う原状回復義務
429,052 68,418 411 497,059

合計 429,052 68,418 411 497,059

(2) 【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

(累計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高 (千円) 9,452,256 18,740,239 28,519,514 38,398,128

税金等調整前四半期
(当期)純利益

(千円) 354,181 818,076 1,108,750 1,021,265

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 199,525 515,822 662,396 630,488

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 14.83 38.32 49.20 46.83

(会計期間) 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益又は
１株当たり四半期純損失(△)

(円) 14.83 23.49 10.88 △2.37
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２ 【財務諸表等】

(1) 【財務諸表】

①【貸借対照表】

(単位：千円)

前事業年度
(2021年10月31日)

当事業年度
(2022年10月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,783,051 812,616

売掛金 ※１ 4,759,195 ※１ 5,083,725

商品 1,667 1,224

前払費用 ※１ 603,288 ※１ 649,519

預託金 1,174,638 1,099,933

その他 ※１ 186,400 ※１ 302,403

貸倒引当金 △10,562 △41,483

流動資産合計 8,497,679 7,907,940

固定資産

有形固定資産

建物 2,032,261 2,499,935

構築物 5,105 4,860

車両運搬具 21,910 23,777

工具、器具及び備品 307,271 402,970

土地 94,275 94,275

リース資産 16,471,279 15,324,285

建設仮勘定 157,657 189,235

有形固定資産合計 19,089,760 18,539,340

無形固定資産

借地権 19,460 19,959

商標権 453 277

ソフトウエア 94,327 480,230

のれん 80,099 123,590

その他 341,587 175,291

無形固定資産合計 535,928 799,348

投資その他の資産

投資有価証券 ※２ 4,862,000 ※２ 3,762,000

関係会社株式 749,473 749,473

長期前払費用 524,404 637,816

差入保証金 2,345,187 2,564,570

その他 3,890 3,257

貸倒引当金 △1,290 △1,290

投資その他の資産合計 8,483,666 7,715,827

固定資産合計 28,109,355 27,054,516

資産合計 36,607,035 34,962,456
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(単位：千円)

前事業年度
(2021年10月31日)

当事業年度
(2022年10月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 ※１ 228,711 ※１ 250,480

短期借入金 ※１ 890,000 ※１ 1,290,000

1年内返済予定の長期借入金 1,549,413 1,660,673

未払金 ※１ 2,419,051 ※１ 2,405,740

未払法人税等 204,264 41,098

前受金 1,200,687 1,164,383

預り金 269,397 81,830

賞与引当金 1,059,189 973,726

リース債務 1,013,649 1,046,498

その他 2,183 2,422

流動負債合計 8,836,548 8,916,855

固定負債

長期借入金 2,411,357 2,465,618

繰延税金負債 1,185,662 1,011,317

リース債務 17,434,137 16,387,639

資産除去債務 369,191 436,348

その他 186,731 190,495

固定負債合計 21,587,079 20,491,419

負債合計 30,423,627 29,408,274

純資産の部

株主資本

資本金 100,000 100,000

資本剰余金

資本準備金 463,365 463,365

その他資本剰余金 543,349 549,302

資本剰余金合計 1,006,714 1,012,667

利益剰余金

その他利益剰余金

固定資産圧縮積立金 728,950 921,212

繰越利益剰余金 1,708,196 1,594,854

利益剰余金合計 2,437,147 2,516,066

自己株式 △541,883 △536,031

株主資本合計 3,001,978 3,092,703

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 3,181,429 2,461,479

評価・換算差額等合計 3,181,429 2,461,479

純資産合計 6,183,407 5,554,182

負債純資産合計 36,607,035 34,962,456
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②【損益計算書】

(単位：千円)
前事業年度

(自 2020年11月１日
　至 2021年10月31日)

当事業年度
(自 2021年11月１日

　至 2022年10月31日)

売上高 ※１ 33,554,454 ※１ 35,754,477

売上原価 ※１ 25,990,992 ※１ 27,572,608

売上総利益 7,563,461 8,181,868

販売費及び一般管理費 ※１，２ 6,312,126 ※１，２ 7,402,343

営業利益 1,251,335 779,524

営業外収益

受取利息 ※１ 15,180 ※１ 14,326

受取配当金 ※１ 12,274 ※１ 12,972

補助金収入 749,047 484,683

受取手数料 5,149 5,021

その他 51,662 58,242

営業外収益合計 833,313 575,246

営業外費用

支払利息 ※１ 663,307 ※１ 633,249

その他 47,479 1,179

営業外費用合計 710,787 634,429

経常利益 1,373,861 720,342

特別損失

固定資産除却損 1,333 360

減損損失 204,168 138,569

特別損失合計 205,502 138,930

税引前当期純利益 1,168,359 581,411

法人税、住民税及び事業税 381,164 67,942

法人税等調整額 18,783 205,705

法人税等合計 399,947 273,648

当期純利益 768,411 307,763
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度(自 2020年11月１日 至 2021年10月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 100,000 463,365 537,536 1,000,901 376,255 1,516,730 1,892,985 △547,770 2,446,117

当期変動額

剰余金の配当 △224,250 △224,250 △224,250

固定資産圧縮積立金

の積立
377,659 △377,659

固定資産圧縮積立金

の取崩
△24,964 24,964

当期純利益 768,411 768,411 768,411

自己株式の処分 5,813 5,813 5,886 11,700

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― 5,813 5,813 352,695 191,466 544,161 5,886 555,861

当期末残高 100,000 463,365 543,349 1,006,714 728,950 1,708,196 2,437,147 △541,883 3,001,978

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 2,209,496 2,209,496 4,655,613

当期変動額

剰余金の配当 △224,250

固定資産圧縮積立金

の積立

固定資産圧縮積立金

の取崩

当期純利益 768,411

自己株式の処分 11,700

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
971,932 971,932 971,932

当期変動額合計 971,932 971,932 1,527,793

当期末残高 3,181,429 3,181,429 6,183,407
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当事業年度(自 2021年11月１日 至 2022年10月31日)

(単位：千円)

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本

合計資本準備金
その他

資本剰余金

資本剰余金

合計

その他

利益剰余金 利益剰余金

合計固定資産

圧縮積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 100,000 463,365 543,349 1,006,714 728,950 1,708,196 2,437,147 △541,883 3,001,978

当期変動額

剰余金の配当 △228,844 △228,844 △228,844

固定資産圧縮積立金

の積立
230,216 △230,216

固定資産圧縮積立金

の取崩
△37,954 37,954

当期純利益 307,763 307,763 307,763

自己株式の処分 5,952 5,952 5,852 11,805

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)

当期変動額合計 ― ― 5,952 5,952 192,262 △113,342 78,919 5,852 90,724

当期末残高 100,000 463,365 549,302 1,012,667 921,212 1,594,854 2,516,066 △536,031 3,092,703

評価・換算差額等

純資産合計
その他

有価証券

評価差額金

評価・換算

差額等合計

当期首残高 3,181,429 3,181,429 6,183,407

当期変動額

剰余金の配当 △228,844

固定資産圧縮積立金

の積立

固定資産圧縮積立金

の取崩

当期純利益 307,763

自己株式の処分 11,805

株主資本以外の項目

の当期変動額(純額)
△719,950 △719,950 △719,950

当期変動額合計 △719,950 △719,950 △629,225

当期末残高 2,461,479 2,461,479 5,554,182
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【注記事項】

(重要な会計方針)

１ 資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

時価法(評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定)

(2) 棚卸資産

個別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く。)

2007年３月31日以前に取得したものについては法人税法に規定する旧定額法、2007年４月１日以降に取得したも

のについては法人税法に規定する定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物 ３～43年

工具、器具及び備品 ３～10年

(2) 無形固定資産(リース資産を除く。)

定額法を採用しております。

なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間(５年)に基づいております。また、定期借

地権については契約期間に基づいております。

(3) 長期前払費用

定額法を採用しております。

(4) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引にかかるリース資産については、リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法を採用しております。

３ 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。

(2) 賞与引当金

従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、将来の支給見込額を計上しております。

４ 重要な収益及び費用の計上基準

当社は、在宅系介護事業、施設系介護事業を主要な事業としており、その主な履行義務の内容は、介護サービス

やそれに付随する居室や食事等の提供を行う役務の提供を行うことであり、当該履行義務を充足する通常の時点(収

益を認識する通常の時点)は、当該役務の提供時点であると判断し、同時点で収益を認識しております。施設系介護

事業において受領している入居一時金については、平均入居期間で均等按分して収益認識を行っております。

なお、履行義務の対価に変動対価は含まれず、顧客との契約に重要な金融要素は含まれておりません。

５ のれんの償却方法及び償却期間

のれんの償却については、その効果の及ぶ期間(５年)にわたって均等償却を行っております。

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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(重要な会計上の見積り)

１ 事業拠点等の固定資産の減損

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

当事業年度の貸借対照表において、有形固定資産を18,539,340千円、無形固定資産を799,348千円、長期前払費用

を637,816千円計上しております。また、当事業年度の損益計算書において、固定資産の減損損失138,569千円が計

上されております。

(2) 財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

① 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出方法

固定資産に減損の兆候が存在する場合として、主に共通経費配賦後営業損益が２期連続で赤字の拠点が該当し、

これら事業拠点について、将来キャッシュ・フローに基づき、減損の要否を判定しております。なお、減損の要

否を判定する単位であるキャッシュ・フロー生成単位については、他の資産又は資産グループのキャッシュ・イ

ンフローから概ね独立したキャッシュ・インフローを生成させるものとして識別される資産グループの最小単位

としております。

当事業年度末において、減損損失を認識すべきであると判定された固定資産については、帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を減損損失として計上しております。回収可能価額は使用価値により測定し、使用

価値は将来キャッシュ・フローの割引現在価値として算定しております。

② 当事業年度の財務諸表に計上した金額の算出に用いた主要な仮定

事業拠点における割引前将来キャッシュ・フローの見積りは、取締役会で承認された事業計画を基礎としてお

ります。

当該事業計画における主要な仮定は、ご利用者宅へ赴くサービスについては利用者数、当社施設内で提供する

サービスについては施設稼働率であります。また、新型コロナウイルス感染症の影響については、少なくとも翌

事業年度末までは継続するものと仮定しております。

③ 翌事業年度の財務諸表に与える影響

主要な仮定である利用者数及び施設稼働率は見積りの不確実性が高く、新型コロナウイルス感染状況の変化に

よる影響を含めた経営環境の変化等により、当該仮定に大幅な下振れが生じた場合、翌事業年度の財務諸表に重

要な影響を与える可能性があります。

２ 関係会社株式の評価

(1) 当事業年度の財務諸表に計上した金額

当事業年度の貸借対照表において、関係会社株式を749,473千円計上しております。

(2) 財務諸表利用者の理解に資するその他の情報

関係会社株式については、市場価格のない株式であり、取得原価をもって貸借対照表価額としております。当該

株式等の評価損の認識は関係会社の財政状態が悪化することにより、株式の実質価額が著しく低下した場合に実施

しております。財政状態の悪化は、原則として１株当たりの純資産額が当該株式を取得した時のそれと比較して50

％以上低下した場合としております。投資先の事業計画における主要な仮定は、見積りの不確実性が高く、関係会

社株式等の評価に影響を与える可能性があります。なお、新型コロナウイルス感染状況の変化による影響を含めた

経営環境の変化等を踏まえ、必要に応じて事業計画を見直しております。見直しが必要となった場合には、関係会

社株式等の評価に影響を与える可能性があります。なお、超過収益力を織り込んで取得した株式については、当該

超過収益力が評価額に含まれていることから、超過収益力が低下したと判断される場合には、当該低下に相当する

額について評価損を計上することとなります。

(会計方針の変更)

(収益認識に関する会計基準等の適用)

「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。)等を当事業年度の期首から適用し、約束

した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益

を認識することといたしました。これによる影響はありません。

(時価の算定に関する会計基準等の適用)

「時価の算定に関する会計基準」(企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下、「時価算定会計基準という。)等

を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第10号

2019年７月４日)第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来

にわたって適用することといたしました。これによる影響はありません。
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(貸借対照表関係)

※１ 関係会社に対する金銭債権債務

前事業年度

(2021年10月31日)

当事業年度

(2022年10月31日)

短期金銭債権 126,648千円 224,368千円

短期金銭債務 584,460千円 634,598千円

※２ 投資有価証券の貸株

(前事業年度)

当社は、投資有価証券のうち、4,420,000千円については貸株に提供しております。

(当事業年度)

当社は、投資有価証券のうち、3,420,000千円については貸株に提供しております。

(損益計算書関係)

※１ 関係会社との取引高

前事業年度

(自 2020年11月１日

至 2021年10月31日)

当事業年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

営業取引

売上高 16,071千円 15,289千円

仕入高 1,883,107千円 1,927,375千円

販売費及び一般管理費 556,426千円 684,869千円

営業取引以外の取引高 2,915千円 2,777千円

※２ 販売費及び一般管理費のうち、主要な費目及び金額並びにおおよその割合は、次のとおりであります。

前事業年度

(自 2020年11月１日

至 2021年10月31日)

当事業年度

(自 2021年11月１日

至 2022年10月31日)

貸倒引当金繰入額 △1,066千円 31,438千円

給与及び手当 962,501千円 1,058,995千円

賞与引当金繰入額 119,809千円 133,435千円

旅費及び交通費 432,240千円 517,447千円

消耗品費 696,772千円 717,580千円

減価償却費 175,388千円 256,366千円

地代家賃 724,803千円 908,972千円

おおよその割合

販売費 7％ 8％

一般管理費 93％ 92％

(有価証券関係)

前事業年度(2021年10月31日)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、子

会社株式及び関連会社株式の時価を記載しておりません。

当事業年度(2022年10月31日)

子会社株式及び関連会社株式は、市場価格がないことから、子会社株式及び関連会社株式の時価を記載しており

ません。なお、市場価格のない子会社株式及び関連会社株式の貸借対照表計上額は次のとおりです。

(単位：千円)

区分
前事業年度

(2021年10月31日)

当事業年度

(2022年10月31日)

子会社株式 381,473 381,473

関連会社株式 368,000 368,000

計 749,473 749,473
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(税効果会計関係)

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

前事業年度

(2021年10月31日)

当事業年度

(2022年10月31日)

未払事業税 20,329千円 2,894千円

　賞与引当金 365,949千円 336,422千円

　貸倒引当金損金算入限度超過額 ―千円 4,804千円

　減損損失 396,764千円 388,583千円

　減価償却損金算入限度超過額 38,248千円 32,788千円

　資産除去債務 127,555千円 150,758千円

　前払退職金 12,075千円 11,655千円

　前受収益 75,117千円 68,011千円

　その他 68,813千円 49,864千円

　繰延税金資産小計 1,104,855千円 1,045,784千円

　評価性引当額(控除) △140,128千円 △174,152千円

繰延税金資産計 964,726千円 871,632千円

　繰延税金負債との相殺 △964,726千円 △871,632千円

繰延税金資産の純額 ―千円 ―千円

繰延税金負債

前事業年度

(2021年10月31日)

当事業年度

(2022年10月31日)

　資産除去債務に対応する

　除去費用
86,161千円 97,281千円

　建物圧縮積立金 368,250千円 471,444千円

　工具器具備品圧縮積立金 16,550千円 14,848千円

　その他有価証券評価差額金 1,679,425千円 1,299,375千円

繰延税金負債合計 2,150,388千円 1,882,950千円

　繰延税金資産との相殺 △964,726千円 △871,632千円

繰延税金負債の純額 1,185,662千円 1,011,317千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳

前事業年度

(2021年10月31日)

当事業年度

(2022年10月31日)

法定実効税率

法定実効税率と税効果会計適用後

の法人税等の負担率との間の差異

が法定実効税率の100分の５以下

であるため注記を省略しておりま

す。

34.6％

(調整)

永久差異
△0.2％

住民税均等割額 6.3％

所得拡大促進税制による税額控除 △0.8％

評価性引当額の増減 5.9％

その他 1.4％

税効果会計適用後の法人税等の

負担率
47.1％

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

連結財務諸表等の「注記事項 (連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項)」に同一の内容を記載してい

るため、記載を省略しております。
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④ 【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

(単位：千円)

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高 減価償却累計額

有形固定資産

建物 2,032,261 623,421
41,354

(41,121)
114,392 2,499,935 742,110

構築物 5,105 398 0 644 4,860 4,658

車両運搬具 21,910 11,002
3,475

(3,403)
5,659 23,777 15,043

工具、器具及

び備品
307,271 198,069

26,512

(26,385)
75,857 402,970 435,645

土地 94,275 ― ― ― 94,275 ―

リース資産 16,471,279 ―
47,406

(47,406)
1,099,586 15,324,285 7,969,152

建設仮勘定 157,657 537,056 505,477 ― 189,235 ―

計 19,089,760 1,369,948
624,228

(118,317)
1,296,140 18,539,340 9,166,611

無形固定資産

借地権 19,460 1,202 ― 703 19,959 ―

商標権 453 ― ― 176 277 ―

ソフトウエア 94,327 441,472
410

(410)
55,160 480,230 ―

のれん 80,099 96,077
18,127

(18,127)
34,458 123,590 ―

その他 341,587 251,501 417,797 ― 175,291 ―

計 535,928 790,253
436,335

(18,537)
90,499 799,348 ―

(注) １ 当期増加額の主なものは次のとおりであります。

建物 保育園の建設工事等 476,787千円

工具、器具及び備品 施設の機械浴槽、ネットワーク工事及び備品等 154,151千円

建設仮勘定 保育園の建設工事前払金等 510,936千円

２ 当期減少額の主なものは次のとおりであります。

建設仮勘定 建設仮勘定から建物への振替計上 490,185千円

３ 「当期減少額」欄の( )は内数で、当期の減損損失計上額であります。

【引当金明細表】

(単位：千円)

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 11,852 37,120 6,199 42,773

賞与引当金 1,059,189 973,726 1,059,189 973,726

(2) 【主な資産及び負債の内容】

連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

(3) 【その他】

該当事項はありません。
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第６ 【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 毎年11月１日から翌年10月31日まで

定時株主総会 毎事業年度の終了後３カ月以内

基準日 毎年10月31日

剰余金の配当の基準日 毎年４月30日 毎年10月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り

　 取扱場所 大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 三菱UFJ信託銀行株式会社 大阪証券代行部

　 株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 三菱UFJ信託銀行株式会社

　 取次所 ―

　 買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告

ができない場合は、日本経済新聞に掲載して行う。

なお、電子公告は当会社のホームページに掲載しており、そのアドレスは次のとおり

です。https://www.care21.co.jp/

株主に対する特典 なし

(注) 単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を請求する権利及び募

集株式又は募集新株予約権の割当てを受ける権利以外の権利を行使することができません。
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第７ 【提出会社の参考情報】

１ 【提出会社の親会社等の情報】

当社には、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２ 【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1)

有価証券報告書

及びその添付書類

並びに確認書

事業年度

(第28期)

自 2020年11月１日

至 2021年10月31日

2022年１月28日

近畿財務局長に提出。

(2)
内部統制報告書

及びその添付書類

2022年１月28日

近畿財務局長に提出。

(3)
四半期報告書及び

確認書
(第29期第１四半期)

自 2021年11月１日

至 2022年１月31日

2022年３月15日

近畿財務局長に提出。

(第29期第２四半期)
自 2022年２月１日

至 2022年４月30日

2022年６月13日

近畿財務局長に提出。

(第29期第３四半期)
自 2022年５月１日

至 2022年７月31日

2022年９月13日

近畿財務局長に提出。

(4) 臨時報告書

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項

第９号の２(株主総会における議決権行使の結果)

の規定に基づく臨時報告書

2022年１月28日

近畿財務局長に提出。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。

　



独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

2023年１月２７日

株 式 会 社 ケ ア 2 1

取 締 役 会 御 中

ＰＰＰＰＰｗｗｗｗｗＣＣＣＣＣ京都監査法京都監査法京都監査法京都監査法京都監査法人人人人人
京都事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 高 田 佳 和

指定社員
業務執行社員

公認会計士 野 村 尊 博

＜財務諸表監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ケア21の2021年１１月１日から2022年１０月３１日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結

貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株

式会社ケア21及び連結子会社の2022年１０月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「連結財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国におけ

る職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責

任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当連結会計年度の連結財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重

要であると判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、連結財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見

の形成において対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

　



固定資産の減損損失の認識の判定

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社グループは、介護を中心に事業を営んでおり、2022

年10月31日現在、連結財務諸表において、有形固定資産、

無形固定資産及び長期前払費用が、合計で19,756,648千円

計上されている。また、［注記事項］（連結損益計算書関

係）※３ 減損損失に記載されているとおり、会社グルー

プは当連結会計年度において有形固定資産を中心に136,475

千円の減損損失を計上している。

［注記事項］（重要な会計上の見積り）に記載されてい

るとおり、会社グループは、主として独立したキャッシ

ュ・フローを生み出す最小単位として事業拠点毎に資産の

グルーピングを決定している。このうち、営業活動から生

ずる損益が継続してマイナス又は継続してマイナスとなる

見込みのものについては、減損の兆候があるものとして、

当連結会計年度において減損損失の認識の要否の判定を実

施している。

固定資産に減損の兆候があると認められる場合には、資産

グループから得られる割引前将来キャッシュ・フローの総

額がこれらの帳簿価額を下回った資産グループについて、

減損損失を計上している。

当該判定に使用している事業拠点における割引前将来キャ

ッシュ・フローの見積りは、経営者が作成した計画を基礎

としており、見積りの不確実性が高く、かつ経営者の主観

的な判断を伴うため、当監査法人は固定資産の減損損失の

認識の判定が特に重要であり、監査上の主要な検討事項に

該当するものと判断した。

当監査法人は、固定資産の減損損失の認識の判定を検

討するにあたり、主として以下の監査手続を実施した。

固定資産の減損の兆候・減損損失の認識の判定に関連す

る内部統制の整備・運用状況の有効性を評価した。

割引前将来キャッシュ・フローの見積りの評価にあた

り、減損の兆候があると認められた拠点について、割引

前将来キャッシュ・フローの見積りの基礎となる計画の

作成にあたって採用された主要な仮定の合理性を評価す

るため、以下の手続を実施した。

1 割引前将来キャッシュ・フローの見積りに使用さ

れた数値と、取締役会において承認された計画数値との

整合性を検討した。

2 割引前将来キャッシュ・フローが帳簿価額を上回

る一部の事業拠点について、計画と直近の実績を比較

し、利用者数に関連する外部の公表資料がある拠点につ

いては整合性を確認した。

3 経営者の偏向の傾向を検討するため、経営者が作

成した過年度の計画と当期実績との比較を実施した。

関連会社株式の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、連結財務諸表の［注記事項］（連結貸借対照表

関係）※１に記載されているとおり、2022年10月31日現在、

関連会社に対するものとして、投資有価証券445,495千円を

連結貸借対照表に計上している。

［注記事項］（重要な会計上の見積り）に記載されてい

るとおり、当該株式には、超過収益力を織り込んで取得し

た株式が含まれており、会社は、超過収益力について、減

損の兆候の有無を検討している。減損の兆候の識別にあた

っては、事業計画の達成状況、経営環境の変化等を考慮し

ている。

超過収益力を含む関連会社株式の評価については、見積

りの不確実性が高く、かつ経営者の主観的な判断を伴うた

め、当監査法人は、関連会社株式の評価が特に重要であり、

監査上の主要な検討事項に該当するものと判断した。

当監査法人は、関連会社株式の評価を検討するにあた

り、主として以下の監査手続を実施した。

1 関係会社管理部門担当者への質問及び会社の会議

体における議事録の閲覧を通じて各関係会社の経営環境

を理解し、財政状態の悪化の兆候を示唆する状況の有無

を確認した。

2 各社の実質価額の基礎となる財務数値を入手、再

計算し会社の帳簿残高を各関係会社の実質価額と比較検

討した。

3 超過収益力については、直近の財務数値における

損益と株式取得時点の事業計画を比較し、減損の兆候の

有無について検討した。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の連結財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の

記載内容に対して意見を表明するものではない。

連結財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内

容と連結財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そ

のような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

　



連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正

に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結財務諸表を作成することが適切であるか

どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示

する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

連結財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表

示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明

することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結財務諸表の利

用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査

手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分

かつ適切な監査証拠を入手する。

・ 　連結財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リス

ク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理

性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 　経営者が継続企業を前提として連結財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠

に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められる

かどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結財

務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結財務諸表の注記事項が適切でない場

合は、連結財務諸表に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日

までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる

可能性がある。

・ 　連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して

いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた連結財務諸表の表示、構成及び内容、並びに連結財務諸表が

基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・ 　連結財務諸表に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証

拠を入手する。監査人は、連結財務諸表の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単

独で監査意見に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当連結会計年度の連結財務諸表の監査で特に重要であると判

断した事項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表

が禁止されている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利

益を上回ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

　



＜内部統制監査＞

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ケア21の2022年１０

月３１日現在の内部統制報告書について監査を行った。

当監査法人は、株式会社ケア21が2022年１０月３１日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の

内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統

制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準における当監査法人の責任は、「内部統制監査における監査人

の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から

独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十

分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

内部統制報告書に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告

に係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告に係る内部統制の整備及び運用状況を監視、検証することにある。

なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

内部統制監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した内部統制監査に基づいて、内部統制報告書に重要な虚偽表示がないかどうかにつ

いて合理的な保証を得て、内部統制監査報告書において独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することに

ある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に従って、監査の過程

を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するための監査手続を実

施する。内部統制監査の監査手続は、監査人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性に基づいて

選択及び適用される。

・ 　財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果について経営者が行った記載を含め、全体として

の内部統制報告書の表示を検討する。

・ 　内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果に関する十分かつ適切な監査証拠を入手する。監

査人は、内部統制報告書の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に

対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した内部統制監査の範囲とその実施時期、内部統制監査の実施結果、

識別した内部統制の開示すべき重要な不備、その是正結果、及び内部統制の監査の基準で求められているその他の事項

について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

　 ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

　



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

2023年１月２７日

株 式 会 社 ケ ア 2 1

取 締 役 会 御 中

ＰＰＰＰＰｗｗｗｗｗＣＣＣＣＣ京都監査法京都監査法京都監査法京都監査法京都監査法人人人人人
京都事務所

指定社員
業務執行社員

公認会計士 高 田 佳 和

指定社員
業務執行社員

公認会計士 野 村 尊 博

監査意見

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ケア21の2021年１１月１日から2022年１０月３１日までの第２９期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会

社ケア21の2022年１０月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績を、全ての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準におけ

る当監査法人の責任は、「財務諸表監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職

業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。

当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査上の主要な検討事項

監査上の主要な検討事項とは、当事業年度の財務諸表の監査において、監査人が職業的専門家として特に重要である

と判断した事項である。監査上の主要な検討事項は、財務諸表全体に対する監査の実施過程及び監査意見の形成におい

て対応した事項であり、当監査法人は、当該事項に対して個別に意見を表明するものではない。

固定資産の減損損失の認識の判定

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、介護を中心に事業を営んでおり、2022年10月31

日現在、財務諸表において、有形固定資産、無形固定資産

及び長期前払費用が、合計で19,976,504千円計上されてい

る。また、[注記事項]（重要な会計上の見積り）に記載さ

れているとおり、会社は、当事業年度において有形固定資

産を中心に138,569千円の減損損失を計上している。

以降は、連結財務諸表の監査報告書に記載されている監

査上の主要な検討事項（固定資産の減損損失の認識の判

定）と同一内容であるため、記載を省略している。

左記のとおり

　



関係会社株式の評価

監査上の主要な検討事項の内容及び決定理由 監査上の対応

会社は、財務諸表の［注記事項］（有価証券関係）に記

載されているとおり、2022年10月31日現在、関係会社株式

749,473千円を貸借対照表に計上している。

［注記事項］（重要な会計上の見積り）に記載されてい

るとおり、関係会社株式は、時価を把握することが極めて

困難と認められる株式であり、超過収益力を織り込んで取

得した株式が一部含まれている。

会社はこれらの関係会社株式について、事業計画の実現

が株式取得時の想定通りに進まないと考えられる場合にお

いて、超過収益力を反映した株式の実質価額が低下してい

ると判断された場合には、期末において相当の減額処理を

行うこととしている。

以上の方針に従い、関係会社株式の評価を行った結果、

評価損の計上を不要と判断している。

超過収益力を織り込んで取得した関係会社株式の評価に

ついては、見積りの不確実性が高く、かつ経営者の主観的

な判断を伴うため、当監査法人は関係会社株式の評価が特

に重要であり、監査上の主要な検討事項に該当するものと

判断した。

当監査法人は、関係会社株式の評価を検討するにあた

り、主として以下の監査手続を実施した。

1 各関係会社管理担当者等への質問及び会社の会議

体における議事録の閲覧を通じて各関係会社の経営環境

を理解し、財政状態の悪化の兆候を示唆する状況の有無

を確認した。

2 各関係会社の実質価額の基礎となる財務数値を入

手、再計算し会社の帳簿残高を各関係会社の実質価額と

比較検討した。

3 各関係会社の財務数値については、監査人によっ

て実施された他の監査手続とその結果を把握することに

より、当該財務数値の信頼性を評価した。

4 超過収益力を織り込んで取得した株式については、

直近の財務数値における損益と株式取得時点の事業計画

の比較を実施し、投資先への質問を通じて計画の達成状

況を検討した。

その他の記載内容

その他の記載内容は、有価証券報告書に含まれる情報のうち、連結財務諸表及び財務諸表並びにこれらの監査報告書

以外の情報である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査役会の責

任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

当監査法人の財務諸表に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載

内容に対して意見を表明するものではない。

財務諸表監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と

財務諸表又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような

重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告

することが求められている。

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表

示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営

者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき財務諸表を作成することが適切であるかどうかを

評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要

がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。

　



財務諸表監査における監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が

ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明すること

にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思決

定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家と

しての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手

続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ

適切な監査証拠を入手する。

・ 　財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・ 　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性

及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・ 　経営者が継続企業を前提として財務諸表を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づ

き、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか

結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において財務諸表の注記事

項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する財務諸表の注記事項が適切でない場合は、財務諸表に対し

て除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基

づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 　財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているか

どうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や

会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制

の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガー

ドを講じている場合はその内容について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会と協議した事項のうち、当事業年度の財務諸表の監査で特に重要であると判断した事

項を監査上の主要な検討事項と決定し、監査報告書において記載する。ただし、法令等により当該事項の公表が禁止さ

れている場合や、極めて限定的ではあるが、監査報告書において報告することにより生じる不利益が公共の利益を上回

ると合理的に見込まれるため、監査人が報告すべきでないと判断した場合は、当該事項を記載しない。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

（注）１．上記の監査報告書の原本は当社（有価証券報告書提出会社）が別途保管しております。

　 ２．XBRLデータは監査の対象には含まれていません。

　


